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概 要 
 
日本では総人口が減少する一方、東京への一極集中が継続して進行している。その一方で地方の衰退
は進行し続けている。日本の今後の成長を考えた場合に地方での生産性向上を実現することが大きな意
味を持っており、地方産業の活性化が都市部への人口流出を止める上でも非常に重要なテーマとなって
いる。その意味で衰退する地方産業をどうすれば再び成長軌道に乗せることができるかを理解すること
は非常に有意義なテーマとなっている。 
本論文では衰退する繊維産業の中にあるタオル産業においてブランド向上を成し遂げ産業衰退を止め
つつある今治タオルと同様にブランド向上を目指しながらも道半ばの泉州タオルを比較することで「衰
退した地方の産業クラスターが復活を目指す場合には何に注意して変革を取り組まなければいけないの
か」という問いに答える。先行研究として今治タオルを成功事例とした研究は多数存在するが、その多
くは著名なアートディレクターである佐藤可士和の特殊性を成功要因とするものである。しかし佐藤可
士和を成功要因とすることで今治タオルの成功事例を他の地域産業が学び展開していくことは難しくな
っている。本論文では今治タオルと同じく日本の二大タオル産地である泉州タオルを対比する事例とし
て取り上げる。泉州タオルは今治タオルと同じくＪＡＰＡＮブランド育成支援事業を通してブランド構
築に取り組んでおりそのプロセスとしても似たような過程をたどっている。しかし、ブランドの成功と
いう意味では今治タオルには及ばない。この差がどこから生まれているのかを変革プロセスとマーケテ
ィング戦略の視点から分析し理解することで佐藤可士和の行った要素の何が今治タオルの復活に寄与し
ていたのかを分析する。それにより他の地域に展開し得る仮説を本論文では導き出す。  
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第１章 はじめに 
第一節 研究の背景 
国立社会保障・人口問題研究所が２０１７年に纏めた「日本の将来推計人口（平成
29 年推計）報告書」によると日本の総人口は２００８年の１億２，８０８万人をピー
クに減少に転じ２０６５年には８，８０８万人まで落ち込むと予測している(1)。この
ように日本の総人口が減少する一方、東京への一極集中は継続して進行しており全人
口の４分の１以上が東京圏（東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県）に集中する状況
となっている。また東京への一極集中に伴い東京圏とその他地域との所得格差も拡大
している。このような状況から安倍政権は東京への一極集中を是正し地方での人口減
少を抑えることを目的として地方創生の政策を進めている。一方でキヤノングローバ
ル戦略研究所の山下一仁研究主幹は土地総合研究２０１５年夏号にて地域の再生・活
性化という地方創生のテーマは最近脚光を集めたものではなく１９６０年に策定され
た「国民所得倍増計画」から既に取り上げられていた課題であり半世紀以上も政治の
アジェンダに乗り続けている問題であると述べている。つまり本テーマの重要性は過
去から認識されてきたが未だに解決することができていない難しい課題であることが
分かる。 
一方で土屋（２０１２）(2)によると日本の各地に地域の経済や雇用の発展に貢献し
てきた産業クラスターが立地しているが、近年は円高やグローバル化などの環境変動
の脅威を受けて企業や労働者の数が減少している。日本の今後の成長を考えた場合に
地方での生産性向上が大きな意味を持っており、地方産業の活性化が都市部への人口
流出を止める上でも必要な条件となる。その意味で衰退する地方産業をどうすれば再
び成長軌道に乗せることができるかを理解することは非常に重要なテーマとなってい
る。本論文ではタオル産業の中で上手くブランド価値を上げ、産業衰退を止め始めて
いる今治タオルと、同じくブランドの活性化を目指しながらも道半ばである泉州タオ
ルを比較することで日本の地方産業を復活させるに当たり落とし穴となっているもの
が何かを考察する。 
 
                                                   
(1) 日本の将来推計人口（平成 29 年推計）報告書, 2017, 国立社会保障・人口問題研究所 
(2) 土屋勉男 地域産業・クラスターと革新的中朝企業群―小さな大企業の経営の特性― 
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第２章 研究の目的と意義 
第一節 研究の問題意識 
日本各地には様々な産業が存在しており、それらの多くは分業制を主軸とした産業
クラスターを構成している。産業クラスターとはマイケル・Ｅ・ポーターの競争戦略
論ＩＩ上の言葉を借りると「ある特定の分野に属し，相互に関連した，企業と機関か
らなる地理的に近接した集団(3)」である。産業クラスター内には多数の企業が存在し
ておりクラスター全体を変革することは特定企業を変革させることに比べ、はるかに
難しい課題となることが容易に想像される。そこに地方産業復活の難しさが存在して
いると考える。ポーターは産業クラスターの競争に影響を与える事項として、要素（投
入資源）条件、企業戦略および競争環境、需要条件、関連産業・支援産業を挙げてい
る。要素条件はそのクラスターの競争力の源泉となるものが存在するかどうかであり、
企業戦略および競争環境は地域内の競合状況を決定づけるルールやインセンティブ、
規範が整っているかである。各企業の投資比重や競争の状況はこのルールやインセン
ティブ、規範によって影響を受けるのである。また需要条件はコスト競争から差別化
戦略に移行できるかどうかを決定づける要因となる。そして関連産業・支援産業がク
ラスター内の企業の生産性を決定する要因となる。ポーターはこれら４つの要素が相
互に作用することでクラスターの競争力が決まると述べており、ダイヤモンド・フレ
ームワークとして整理している(4)。しかし、ポーターのダイヤモンド・フレームワー
クは競争力に影響を及ぼす要素を挙げているのみで、日本の衰退した地方産業が復活
するために何をすべきかの示唆を得ることは難しい。一度衰退した産業は内部リソー
スが著しく失われている可能性が高く、競争力を持つために何が必要かを把握できた
としてもそれを得るための方法を間違うと競争力を得ることができないと考えるため
である。現在の地方の産業を見てみると地域ブランドの活用など各地で様々な取り組
みを実施している。しかし、上手くいっている事例は非常に少なく依然として成功の
方法が確立していないことを示している。それは自身の持つ資源を正確に把握できて
いないために正しい取り組みを実行出来ていないからではないかと考える。その点か
                                                   
(3) Porter, M. E. On competition, 1998, Harvard Business School Press. （竹内弘高訳『競
争戦略論Ⅱ』ダ イヤモンド社，1999 年）。（1998: 訳書 70） 
(4) Porter, M. E. On competition, 1998, Harvard Business School Press. （竹内弘高訳『競
争戦略論Ⅱ』ダ イヤモンド社，1999 年）。（1998: 訳書 82-85） 
6 
 
ら本論文でのリサーチクエスションは下記として研究を実施する。 
 
【リサーチクエスション】 
『衰退した地方の産業クラスターが復活を目指す場合には 
何に注意して変革を取り組まなければいけないのか？』 
 
本研究では未だに解明さない地方産業の復活のポイントを導き出し、地方産業、延
いては日本経済の発展に寄与することを目指す。 
 
第二節 研究の目的と意義 
高度成長期時代には日本の多くの産業クラスターが成長を続けてきた。しかし、バ
ブル崩壊後は多くの地方産業が苦戦を強いられており衰退の一途を辿っている。これ
は海外から低価格品の台頭や消費者ニーズの変化などによって過去に売れていたもの
が売れなくなるという現象が発生したためである。ここで「なぜ日本の多くの地域産
業が衰退の一途を辿っているにも関わらず状況の変化に対応し改善を実施できないの
か」という疑問が生じる。もちろん地方には何とか現状を打破しようと動きを起こす
取り組みを実施している企業や産業も存在する。更に国や自治体も補助金などで変革
を起こす支援も多数行われている。それにも関わらず失敗事例が後を絶たないのは何
らかの落とし穴が存在しているのではないだろうか。 
本研究では過去の地域産業の変革に関する研究で捉えきれていない要因を発見し、
衰退する地方の産業が今後復活するには何に注意して変革を進めていけばよいかを導
き出すことに新規性がある。地方産業の従事者にとっては、どのようにすれば産業を
復活させることができるのかという問いは死活問題であり、そのための示唆を導き出
すことは社会的にも大きな意義を持つと考えており、本研究の持つ意義は非常に大き
いと考える。 
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第３章 先行研究 
第一節 日本の基幹産業の衰退要因に関する研究 
地方の産業クラスターがなぜ復活できないかを分析するに当たり、日本の産業がど
のように構造変化をしてきたのかを確認する必要がある。今回取り上げるタオル産業
を含む繊維産業の状況を辻村・溝下（２００４）が分析している。辻村・溝下（２０
０４）によると日本の繊維産業は１９８５年から２００１年に事業所数、従業員者数
ともに半分以下に減少、付加価値額も１９９１年の５兆５６２３億円をピークに減少
し、２００２年には２兆６２０２億円にまで減少しているという。その結果、製造業
全体の付加価値額に占める繊維産業の付加価値額も５．２％から２．５％に半減して
いるという。これを輸出入の増減で確認すると繊維工業の輸出は横ばい、輸入は減少
傾向となる。一方、最終製品である繊維製品の輸出は大きな変化なしであるのに対し
て繊維製品の輸入品は急激に伸びている。つまり「洋服という一つの製品を考えれば、
日本は中間財である生地を生産して海外に輸出し、海外でそれらを加工してもらい作
られた最終財を輸入しているというサイクルを描くことができるだろう。」と辻村・溝
下（２００４）は述べている。その上で、「最終工程である縫製工程の付加価値生産性
の低さが産業全体の空洞化を招いている点が指摘される。」と述べており「繊維に代表
される伝統産業では過去の蓄積ゆえに、技術進歩の恩恵がストレートに産業振興に役
立たない局面があり得る」としている。つまり日本の繊維産業を支えてきた中小企業
が過去に投資した資産のしがらみにより最新技術取り込みで後れを取ってしまい日本
の空洞が起きた可能性を示唆しているのである。 
第二節 衰退する産業クラスターにおける取り組みの研究 
衰退する産業クラスターにおける研究は岡本（２００９）がアメリカのシリコンバ
レーとスイスのジュラ地域、イタリアのプラートの海外事例を用い分析を行っている。
なお、岡本（２００９）は産業集積という言葉を使用しているが「産業集積と産業ク
ラスターとの違いについては、さまざまな議論があるが、本論の視点からすれば、分
けて議論する意味はない。」と述べているため本論でも産業クラスターと同義と考えて
論ずる。岡本（２００９）が取り上げているアメリカのシリコンバレーは半導体産業
が１９８０年代後半に日本との競争に敗れ危機的状況に立たされていたがＰＣやＩＴ
産業への転換により成功した事例である。またスイスのジュラ地域は機械式アナログ
時計からクオーツ時計への変革期に機械式時計のブランド化によって産業集積の変革
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に成功した事例、そしてイタリアのプラートは市場環境の変化に合わせて紡毛製品か
ら薄手の梳毛製品、毛織物、合成繊維、その他素材へと次々と産業集積内の生産シス
テムを変革することに成功した事例として取り上げられている。岡本（２００９）は
これら事例の分析を通して環境変化が起こったときに産業集積が転換するためには下
記が必要であると指摘している。 
産業集積内の多数の企業は垂直ないしは水平分業が形成されており１企業だけで転
換を図ることは難しい。そのため産業集積が全体で変化するためには共通のビジョン
形成が必要であり産業集積全体でのコンセンサスが必要となるのである。そのために
も産業集積内の関係者が地域の将来構想、支援体制の形成、インフラの設置、人材育
成などの議論を行う環境が必須であり、それを提供する「地域コミュニティ」が必要
となるのである。また地域コミュニティがあっても議論をまとめていくためのリーダ
ーシップがなければいけない点も指摘している。更に地域コミュニティを支える要素
として「自由でオープンに議論する土壌」や「水平的な人間関係」、「コミュニティ構
成員間の日常的な信頼関係」が必要とも述べている。実際、岡本の取り上げたシリコ
ンバレーでは「ジョイントベンチャー・シリコンバレー」が、スイスのジュラ地域で
は「時計連盟（Watch Federation）」が、イタリアのプラートでは「工業連盟（Unione 
Industriale）」が地域コミュニティの一部として存在しておりそれぞれのコミュニテ
ィが次の世代に向けた地域ぐるみのコンセンサス形成を主導していたとされている。
一方で、岡本は日本の産業集積において変革が起こりにくい点として地域コミュニテ
ィの機能が弱く、公共部門への依存が高い点を挙げている。企業間の情報共有や協力
が鍵となるが日本では地域コミュニティが弱いため情報の共有や協力が起こりにくく
なっており、衰退する産業集積での変革が起こりにくくなっている点を指摘している。
(5) 
                                                   
(5)岡本, 義行．（2009）．産業集積の転換可能性--なぜ産業集積は進化するのか． イノベーション・マネ
【転換に必要な要素】 
① 長期視点 
② 地域コミュニティの確立や強化 
③ 地域コミュニティの構成員の協力 
④ 外部に対して集積が開かれていること 
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一方で、日本の産業クラスターの事例を用いた研究としては柴山・金子・久保田（２
０１４）が地域産業集積の特性を活かしたイノベーション達成の条件として中間組織
にフォーカスした研究を行っている。対象事例としては従来の事業基盤を根底から揺
さぶられるような状況の変化に直面しながらもイノベーションを起こしている産業集
積として、首都圏（大田区）の機械産業、長野県諏訪地域の精密機械産業、今治タオ
ル産業、そして京都の伝統工芸からハイテク産業までの広範囲な産業を取り上げてい
る。本研究では産業集積においてイノベーションを引き起こすためには企業間連携を
はじめとする多様な中間組織が必要であると述べており、どういった条件を満たせば
中間組織が有効に機能するのかを分析している。結果、対象事例から導き出された条
件は下記とされている。 
①の「価値創造と専有の間のジレンマを解決できること」は集積内に存在している
多数の企業が協力することにより得られる利得と個々の企業の利得を上手く調整し協
力体制を築けるかということである。また②「イノベーションの価値創造フェーズで
は開放的であり事業化フェーズでは閉鎖的であるネットワークを構築すること」とい
うのはイノベーションを起こすときには知識の新結合のために各企業が闊達に情報交
換を行えることが必要であるが、一旦イノベーションが起きて実際の事業フェーズに
入った後は産業集積内の企業間で競争関係となるようなネットワークがなければいけ
ないということである。③「場のマネジメントを実行できること」はイノベーション
を起こすためには産業集積内の企業の協力を確保して成果を上げることが必要であり、
そういった場を生成し情報相互作用の制御を行えるマネジメントが中間組織によって
実施される必要があることを示唆している。そして最後の④の「地域内だけでなく地
域外とのつながりも持つことができること」というのは地域内のつながりだけでなく
                                                                                                                                                          
ジメント，（6），23-40． 
【条件】 
① 価値の創造と専有の間のジレンマを解決できること 
② イノベーションが新たな価値を生み出すフェーズでは開放的であり
事業化フェーズでは閉鎖的であるネットワークを構築できること 
③ 場のマネジメントを実行できること 
④ 地域内だけでなく地域外とのつながりも持つことができること 
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地域外ともつながることにより新しいイノベーションが起こせているということであ
る。(6) 
 
岡本（２００９）と柴山・金子・久保田（２０１４）の研究を比較すると使用する
言葉は違えども両者とも産業集積内の各企業を一つにまとめて、お互いの協力を引き
出すことが重要な要素としており、これを実現できる組織が必要であることを示唆し
ている。そして更に重要な点として産業集積内だけでなく外部とのコミュニケーショ
ンが取れることがイノベーションを起こす上で必要となることを述べているのである。 
 
第三節 地方の革新的中小企業の傾向 
一方で産業クラスター内に存在する中小企業が革新的な取り組みを行っているケー
スが存在しており、その革新的中小企業にフォーカスを当てた研究もなされている。
土屋（２０１２）(7)は大都市圏と地方圏の産業クラスターに存在する革新的中小企業
１３社を分析し革新的中小企業に共通する傾向として①「ものづくり組織能力の強さ」、
②「差別化した事業領域の設定」などの共通点を見出しいている。また革新的中小企
業の経営者は、経営革新のプロセスで企業内部の資源だけでなく、多様な社外資源を
組織・結合する傾向を持っており、地域産業・クラスターの諸機能を有効に取り込ん
でイノベーションを展開しているとも述べられている。 
 
第四節 今治タオルと泉州タオルに関する研究 
今治タオルの成功要因に関する研究を見ると地域ブランドや佐藤可士和による取り
組みにフォーカスを当てた研究が多い。西川（2016）は今治タオルプロジェクトの成
功要因として佐藤可士和という著名アートディレクターを活用した点を指摘している。
佐藤可士和は今治を外部から客観的に眺められ、かつ市場の状況をしっかりと把握し
ブランド構築を実行できたため今治タオルは成功できたということである(8)。 
また井上（2015）はマーケティング視点において今治タオルを分析しており「国内
                                                   
(6) 地域産業集積の特性を活かしたイノベーション達成の条件 : 中間組織の機能に注目し
た 4 つの地域類型のケース・スタディ 
(7) 土屋勉男 地域産業・クラスターと革新的中小企業群―小さな大企業の経営の特性― 
(8) 西川良子「今治タオルプロジェクト」に見る地域ブランディングの成功要因 ,（2016－
03－22） 
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外の高級タオルを求める消費者のニーズにマッチした商品政策およびチャネル政策が
功を奏し」現段階で優れた成果を上げている(9)としている。 
更に日本の産業集積のイノベーション事例の研究を行った柴山・金子・久保田（２
０１４）も研究の中で今治タオルを取り上げており、今治タオルの成功の条件を「優
れたリーダーシップのもとに、産地のタオルメーカーが危機意識と状況認識を共有し
て、長期の視点に立って、地域ブランドの構築に協力したこと」と分析している。 
一方で泉州タオルのブランディングに関する取り組みを研究した事例は見当たらな
い。そのため泉州タオルがブランディングを行うに当たって何を行ったかを整理する
こと自体にも意義がある。 
  
                                                   
(9) 井上芳郎 地域ブランド戦略を核とした地域活性化戦略―マーケティング視点からの考
察―, 2015 
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第４章 研究範囲と分析手法 
第一節 研究範囲 
地方産業が変革を成功できない理由を整理し、今後どのようにすれば復活できるの
かを理解するため、本研究では繊維産業の一部であるタオル産業を事例として扱う。
繊維産業は全国各地に生産地を持ち、日本の基幹産業として１９９０年代初頭までは
順調に推移していた産業である。しかし、バブル崩壊以降に生産量は右肩下がりで急
落し、１９９１年のピーク時に１２．８５兆円あった出荷額が現在は３．４９兆円と
３分の１以下にまで落ち込んでいる(10)。また繊維産業に属するタオル産業も同様の傾
向で推移しており、今治タオル工業組合が公表しているデータ(11)によると１９９７年
(12)に全国で６万５千トンほどあった生産量が２０１０年には１万９千トン弱と３分の
１以下まで落ち込んでいる。日本のタオルの二大生産地である今治タオルと泉州タオ
ルは全国のタオル生産額の約９８％(13)を占めているが、今治タオルは１９８９年にピ
ークの５万トンに到達したのを最後に減少し続け２００９年には９千トン強とピーク
時の５分の１以下まで生産量が減少している。大阪タオル工業組合の公表しているデ
ータ(14)によると泉州タオルも同様に１９９０年に４万トンのピークを最後に２０１０
年には９千トン弱とピーク時の４分の１以下まで生産量を落としている。一方で今治
タオル工業組合が公表しているデータによると輸入タオルは１９９０年に１万７千ト
ン弱であったものが２０００年には５万９千トン弱と国内の総生産量４万８千トンを
上回り、２００６年には８万５千トンまで急増している。その後、２０１０年には７
万７千トンと微減の傾向となっている。また今治タオル工業組合のデータによると輸
出向けタオルは輸入タオルに比べるとかなり出荷量が少なく１９７２年でも１，３６
１トンしかなく、２０１６年には１６３トンまで減少している。 
今治タオル、泉州タオルともに生産数量が１９９０年以降で大きく減少を続けてい
たが、図 １の通り、今治タオルは２０１０年、泉州タオルは２０１１年を境に生産量
                                                   
(10) 工業統計「産業編」 中分類別 従業員４人以上, 経済産業省 
(11) 今治タオル工業組合ＨＰ(http://www.imabaritowel.jp/data/towel_data/data14.pdf) 
上で公表されている生産量を使用。特に断りがない限り以降の今治タオルの生産量も本デ
ータを使用。 
(12) 全国のタオル生産数量の統計データは１９９７年以降のデータのみ 
(13) 平成 26 年工業統計表「産業細分類別統計表(経済産業局別・都道府県別表)」データ 
(14) 泉州タオル工業組合 HP (http://www.os-towel.or.jp/kingdom/data.html)上で公表さ
れている生産数量を使用。特に断りがない限り以降の泉州タオルの生産量も本データを使
用。 
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が下げ止まり若干の増加傾向に変化している。これは２００６年に今治タオル、泉州
タオルともにＪＡＰＡＮブランド育成支援事業に採択されブランド力強化の効果が出
たためと考えられる。 
一方で、今治タオルと泉州タオルはともにＪＡＰＡＮブランド育成支援事業として
認定され生産量の減少を食い止めることに成功しているが両者を比較するとブランド
認知において大きな差が存在する(15)。また今治タオル工業組合と大阪タオル工業組合
へのヒアリングの結果、今治タオルに所属するメーカーの利益率はＪＡＰＡＮブラン
ド採択前と現在で平均２～３割程度の改善がみられると言われているのに対し、大阪
タオル工業組合は利益率の観点ではほとんど変化がみられないとも述べられている。
生産量改善という点では今治タオル、泉州タオルともに成功しているが、ブランド認
知と利益率の改善では大きく差が出た結果となっており今治タオルと泉州タオルで明
暗が分かれている。 
日本の衰退する地方産業の代表例である繊維産業において生産量の減少を食い止め
利益率の改善に成功し衰退を瀬戸際で食い止めた今治タオルと、生産量の減少は食い
止めることができたが利益率改善を果たすことができなかった泉州タオルの事例を比
較分析することにより地方の産業集積が変革時に陥る落とし穴を見つけたい。 
                                                   
(15) 今治タオル工業組合へのヒアリングによると平成２６年度の調査で今治をタオル産地
として知っている人は約７７％。対して大阪タオル工業組合へのヒアリングによると泉州
タオル側の東京での認知度は３割強程度。 
（出所：今治タオル工業組合と泉州工業組合のデータより筆者作成） 図 １：日本のタオル 生産量推移 
（ 
（出所：今治と大阪工業組合のデータより筆者作成） 
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第二節 分析手法 
第一項 分析手法の概要 
第３章で述べたとおり今治タオルの成功要因に関する過去の先行研究を見ると西川
（２０１６）は佐藤可士和という著名アートディレクターを活用した点、井上（２０
１５）は「国内外の高級タオルを求める消費者のニーズにマッチした商品政策および
チャネル政策が功を奏し」現段階で優れた成果を上げたとしている。しかし、これら
の内容だけが地方産業の成功要因であるとすれば他の地域でも同様に著名なアートデ
ィレクターを呼び込み正しいブランディングとマーケティング戦略を実行すればどの
地域でも成功を収めることができるはずである。しかし、現在の地方産業の状況を見
ると実際に変革を実現できた地域は少ない状況であり本施策が正しいことを理解して
も資金面で同様の取り組みを実行できない状況にあるのではないかと考えられる。実
際、西川（２０１６）も自身の論文の中で「主に佐藤可士和という在京の著名アート
ディレクターによる地域ブランディングの成功要因について分析したが、一方で国や
団体からの支援や援助が得られずこのような人物を招聘できない地域も少なくない。
本事例が単なる一つの特例で終わることなく、それぞれの地域の特性に合致した施策
に応用されるためには、より綿密な分析と他の事例との比較を通した特殊性、汎用性
の抽出等の検討が要求される。」と述べており、著名アートディレクターを呼び込むこ
とができない地域でも活用できる要件を見つけ出すことが必要と考えられる。 
以上のポイントから本研究の分析手法としては今治タオルと泉州タオルの両工業組
合と問屋へのヒアリング、小売店での店頭調査をベースに消費者アンケートも交え、
両事例を事例研究にて「変革プロセスとイノベーション条件」と「マーケティング視
点」の２つの観点で比較・分析を行う。既に述べたとおり今治タオルは様々な文献や
研究で佐藤可士和という著名アートディレクターの参画により成功した事例として分
析されている。しかし上述した通り佐藤可士和にフォーカスを当てる限り他の地域へ
の展開は難しい。そのため本論では今治タオルの分析は佐藤可士和自体にフォーカス
を当てるのではなく、佐藤可士和の実施した取り組みにフォーカスを当てながら泉州
タオルがなぜ同じように成功できなかったのかを分析する。これにより著名なアート
ディレクターを呼び込めない地域が何に注意して変革を行うべきかのポイントを導き
出したい。 
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第二項 変革プロセスと要素に関する比較 
ジョン・P・コッターは著書「リーダーシップ論」（1999）の中で変革とは「厳しさ
を増しつつある新しい競争市場環境に対応していくため、ビジネスの進め方を抜本的
に改革する」ことと定義しており、企業が変革を実施するときに踏まなければいけな
いステップとして「企業変革の八段階」プロセスとして下記を提唱している。 
 
本プロセスは変革を起こそうとする 100 以上の企業の事例研究から生み出されてお
り、各ステップで致命的なミスを犯すと変革の勢いがそがれ壊滅的なダメージを受け
ることになると述べている。また、スピードアップのためにステップの一部を省略す
ると満足いく成果を上げることができないとも述べている。本理論は一企業を対象に
したものであるが、今回の研究では多くの中小企業を包含する産業クラスターに対し
ての適用を試みる。そのため社員となっている部分は本論では中小企業と読み替えて
考える。柴山・金子・久保田（２０１４）は今治タオルに関して「優れたリーダーシ
ップのもとに、産地のタオルメーカーが危機意識と状況認識を共有して、長期の視点
に立って、地域ブランドの構築に協力した」と述べており本プロセスを踏んでブラン
ディングが正しく行われていると考えられる。しかし、泉州タオルのブランディング
の取り組みは十分な研究がなされておらずどのようなプロセスでブランディングによ
る変革を行ったのかを本理論に基づいてまず整理する。その上で、今治タオルとの比
較においてどのような違いがあるのかを分析する。 
企業変革の八段階プロセス 
１．緊急課題であるという認識の徹底 
２．強力な推進チームの結成 
３．ビジョンの策定 
４．ビジョンの伝達 
５．社員のビジョン実現へのサポート 
６．短期的成果を上げるための計画策定・実行 
７．改善成果の定着とさらなる変革の実現 
８．新しいアプローチを根づかせる 
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また「企業変革の八段階」プロセスでの比較に加えて、岡本（２００９）が産業集
積にて転換を起こすために必要と考える下記要素が満たされているかも合わせて分析
を行う。 
 
ここで「変革の八段階」プロセスに加えて産業集積にて転換するための条件の可否
を確認する理由は「変革の八段階」はもともと企業に対して当てはめる理論であり、
産業クラスターという特殊要件により抜けている視点がないかを合わせて確認するた
めである。 
  
【転換に必要な要素】 
① 長期視点 
② 地域コミュニティの確立や強化 
③ 地域コミュニティの構成員の協力 
④ 外部に対して集積が開かれていること 
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第三項 マーケティング視点の比較 
今治タオルと泉州タオルでは第二節の第一項にて述べた通りブランド認知度と利益
率改善において差が存在している。この差を理解するためマーケティング視点での比
較を実施する。今治タオルについては西川（2016）や井上（2015）の調査が示してい
る通り著名アートディレクターである佐藤可士和が参画することにより国内外の高級
タオルを求める消費者のニーズにマッチした商品およびチャネル、プロモーション政
策を実施することで成功していることが分かっている。一方で泉州タオルについても
今治と同じく「ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業」に採択され、かつプロデューサー
も向かい入れることでブランディング強化を進めており今治タオルと同じように成功
する要素は兼ね備えていたと考えられる。しかし、実際は出荷数量の下げ止まりはで
きたがブランド認知度と利益率改善の面では今治タオルに水をあけられている。この
違いがどこから生じたかを理解するためには今治タオルと泉州タオルのセグメンテー
ション、ターゲティング、ポジショニングにおける差とマーケティングミックスの差
を理解することが必要と考える。本差分を理解するために組合や問屋へのヒアリング、
店頭調査を実施する。また今治タオルのマーケティング戦略がなぜ成功し、泉州タオ
ルのマーケティング戦略が十分な成果を出せなかったのかをより深く理解するために
サンプルを使用したユーザーアンケートとタオルの購買活動に関する質問を中心とし
たＷｅｂアンケート調査も実施する。また本調査により泉州タオルが異なったマーケ
ティング戦略を立てることが出来れば成功する余地があったのかどうかについても確
認したい。 
なお、ユーザーアンケートとＷｅｂアンケートの具体的な質問内容は次頁に示す。  
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【実サンプルを使用したユーザーアンケート内容】 
図 ２に示すフェースタオルをブランドと価格情報を非表示にした状態でユーザーに
触ってもらい下記に示す質問１と質問２を実施。 
 
     図 ２：ユーザーアンケート用サンプル（フェースタオル） (16) 
質問 1：この中でギフト用に選ぶとすればどれを選択しますか？ 
質問 2：この中で自家用に選ぶとすればどれを選択しますか？ 
 
【Ｗｅｂアンケート調査の質問内容】 
質問１：あなたがお祝いやお歳暮などのギフト用にタオルを購入するとすればどこで
購入しますか？ 
質問２：あなたがギフト用タオルの購入時に気にする点を選んでください。（最大で 5
項目まで選択可能） 
質問３：あなたがギフト用タオルを購入するときに支払ってもよいと思える価格帯を
全て選択してください。（複数選択可） 
質問４：あなたが自家用タオルを購入する場合どこで購入しますか？ 
質問５：あなたが自家用タオルの購入時に気にする点を選んでください。（最大で 5 項
目まで選択可能） 
質問６：あなたが自家用タオルを購入するときに支払ってもよいと思える価格帯を全
て選択してください。（複数選択可） 
質問７：あなたは購入時に中国製タオルを気にしますか？ 
質問８：あなたは今治タオルと泉州タオルを知っていますか？ 
                                                   
(16) 価格は消費税抜きの店頭価格 
（出所：筆者作成） 
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第５章 事例研究 
第一節 今治タオル 
第一項 産地概要 
今治タオル工業組合のホームページ情報(17)より 
今治タオルの起源は１８９４年（明治２７年）に阿部平助が綿ネル機械を改造して
愛媛県の今治市にてタオル製織を開始したことにあり１２０年以上もの歴史を持った
産業である。今治タオルが得意とするジャガード織りは大正 13 年頃に愛媛県工業講習
所（現愛媛県産業技術研究所繊維産業技術センター）の技師であった菅原氏の指導に
より生産を開始している。 
 
今治市のホームページ情報(18)より 
今治タオルが生まれた今治市は瀬戸内海に面した人口１６万人(19)の町で、穏やかな
気候に緑豊かな山と美しい瀬戸内海という自然環境を活かして柑橘類や木材などの農
林業と天然、養殖共に漁業も盛んにおこなわれている地域である。また古くから瀬戸
内の海上交通の要所で、東予地方の政治、経済、文化の中心地としても発展している。
海上交通の要所であったこともあり海運業が盛んで、造船業もタオル産業と共に地場
産業であり、造船・海運都市としても重要な位置づけとなっている。平成１１年には
瀬戸内しまなみ海道（西瀬戸自動車道）が開通し中四国の交流、流通の拠点ともなっ
ている。 
                                                   
(17) 今治タオル工業組合ホームページ
（http://www.imabari-texport.com/learning/history.html） 
(18) 今治市ホームページ（http://www.city.imabari.ehime.jp/profile/profile.html） 
(19) 今治市ホームページの「今治市の概要」では１８万人と記載されているが今治市オー
プンデータ上の人口は１６万人のため１６万人に修整 
図 ３：今治市の位置 
（出所：Google Map(https://www.google.co.jp/maps）) 
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今治タオル工業組合へのヒアリング情報より 
今治タオルは泉州タオルと共に日本の二大タオル生産地となっている。今治タオル
がタオル産地として成長できた理由は今治という土地が「染色に優れた地下水」に恵
まれ、「雨量の少ない気候」であり、そして「貿易しやすい港町」という繊維産業に必
要な立地条件が全て揃っていたためである。この恵まれた立地条件により今治は昔か
らタオルの産業集積地として発展し、タオルの生産工程の原糸の紡績を除くすべての
工程のメーカーが立地している。このような条件に恵まれ今治タオルの生産量は年々
増加していき１９６０年代には泉州タオルを抜き日本一となる。その後もバブル崩壊
の１９９１年までは順調に成長し続けていたがバブル崩壊を境に今治でのタオル生産
量は右肩下がりで減少を続けピーク時である１９９１年には５万トンの生産量があっ
たものが２００９年には９千トン強と５分の１程度まで落ち込んでいる。また今治タ
オルに従事するメーカー企業数も１９８０年に４８１企業存在していたが、２００９
年には１３５企業まで落ち込んでいる。(図４) 
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文献情報（「今治タオル 奇跡の復活」より） 
佐藤（２０１４）(20)によると、このように厳しい状況に陥った要因を藤高豊文は１
９９５年発行の「今治産地に未来はあるか（１９９５年度産地ビジョン）」の中で下記
のように分析している。 
 
①バブル崩壊による法人需要の減退に対処できなかった 
②輸入品だけでなく中国進出した日本企業とも価格競争が激化 
③分業前提のため生産体制が硬直化し変化に対応できない 
④消費者に渡るまでに多くの流通業者を通すため、メーカーの納入率（小売価格に
対する納入価格の割合）が抑えられる 
⑤「先晒し先染め」や「ジャカード織り」によってＯＥＭが拡大しＯＥＭ依存 
 
藤高豊文は危機感を持ってこのレポートを出しているが直前の１９９４年に工業組
合が製造業者に実施したアンケートでは「今後、今治産地はどのようになるか」の設
問に対して「衰退に向かう」と回答した組合員は半数しかいなかったとのことで依然
として危機感が全体に浸透しておらず本レポートが発行された後も輸入品に比べ技術
や品質面で優れておりまた売れるようになるという漠然とした期待感が組合員内に存
在していた。しかし、期待に反して輸入品が増加を続け、その一方で今治タオルの生
産量は減少を続けた。その動きに対して２０００年に入り漸く輸入品の規制に向けて
動きを始めることとなる。今治タオルは２０００年７月に決起大会を開催、泉州タオ
ルとも歩調を合わせデモ行進実施。１０月には全国の織物産地が加わり危機突破大会
を開催している。この動きで世間も味方につけ国内のタオル産地を取りまとめる日本
タオル工業組合連合会は２００１年２月２６日に経済産業省に対して緊急輸入制限措
置 繊維セーフガードの発動要請を実施する流れとなった。工業組合としては輸入制限
措置を実施している間に産地の競争力を強化しようという狙いであった。しかし、セ
ーフガードは４回の決定先送りを繰返した末に２００４年４月２日に調査が打ち切ら
れることになった。その後、セーフガード発動が見送られたことを受け工業組合は政
府頼りによる生き残りを諦め自力での生き残りにかけて「新産地ビジョン策定委員会」
を設置。２００４年８月に「“ＭＡＤＥ ＩＮ 今治”で差別化」と「組合員のための
                                                   
(20) 佐藤可士和 四国タオル工業組合, 今治タオル 奇跡の復活, 2014, 朝日新聞出版 
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組合」を基本概念とした「新産地ビジョン」を完成させた。そして２００６年５月に
藤高豊文が理事長に就任して間もなく「ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業」の話が四
国経済産業局から今治市役所商工労政課に出向していた濱田康次から持ち込まれ急ピ
ッチで準備を実施し何とか６月の採択に間に合わせて申請を実施している。短期間で
申請まで行うことができたのはもともと進めていた「新産地ビジョン」実現への取り
組みがあったためである。また資金面では「ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業」に採
択されれば補助上限３０００万円のうち国から出る補助は３分の２までとなるため３
分の１の資金は別途準備が必要となっていた。今治タオルの場合、商工会議所が事業
実施者となっていたため商工会議所と加えて市から折半にて３分の１を負担してもら
うことで決定。こうして正式に「Ｉｍａｂａｒｉタオルプロデュース ～「新Ｔｏｗ
ｅｌライフ」の演出～」と題したプロジェクトが「ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業」
に採択されることとなった。 
「ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業」への採択が決まったことでコーディネーター
を『インタープランニング』代表の富山達彦に依頼。そのことがきっかけでアートデ
ィレクターである佐藤可士和に富山達彦から協力の依頼が入ることとなった。佐藤可
士和は当初、予算の問題と多数の中小企業を束ねる難しさから依頼を断るつもりでい
た。しかし、お土産にもらったタオルの品質の良さを実際に体感することで今治タオ
ルのブランディングの手伝いを引き受ける決断を下す。こうして今治タオルプロジェ
クトがスタートすることとなった。 
 
第二項 今治タオルの特徴(21) 
今治タオルの大きな特徴は先晒し先染めの製法によるやわらかい風合いのタオルで
ある。この先晒し先染め製法は１９１８年に中村忠左衛門がジャカード織機を今治に
導入したときから採用されている製法である。以前は「織って」から「晒し」、「染め
る」という製法であったがこの時に初めて「晒し」を行ってから「染める」、そして「織
る」という「先晒し先染め」製法を導入している。この「先晒し先染め」製法には大
量の水が必要であり、高輪山系を源流とする蒼社川を水源として活用できる今治だか
                                                   
(21) 今治タオルの特徴は月刊事業構想 2015 年 12 月号 「プロジェクトニッポン 愛媛県 
今治タオル、製紙産業など 歴史から紐解く愛媛製造業の強さ」を参考に記載
（https://www.projectdesign.jp/201512/pn-ehime/002599.php） 
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ら実現できた製法なのである。またジャカード織機は縦糸とパイル糸を一本一本独立
してコントロールできるため複雑な模様を表現できる点も今治タオルの特徴である。 
 
第三項 今治タオルプロジェクトの取り組み 
佐藤（２０１４）(22)によると今治タオルプロジェクトはＪＡＰＡＮブランド育成支
援事業採択とともにスタート。佐藤可士和がブランドのマネジメントを一括して行う
ことで成功した取り組みであった。佐藤可士和は「ブランディング」＝「本質的価値」
×「戦略的イメージコントロール」と考えており、まずは今治タオルの本質的価値に
着目。今治という産地が伝統的に持っていた本質的価値を「安心・安全・高品質」と
設定している。更に「安心・安全・高品質」は日本の顧客も求める傾向があり、高価
格帯でも購入したいと思う購買層が存在すると想定している。そして「本質的価値」
に基づき「戦略的イメージコントロール」を実施することが本プロジェクトの取り組
みとなっている。 
表 1 は今治タオルプロジェクトの行ってきた取り組みを俯瞰したものである。今治
市役所 産業部 営業戦略課の資料（今治タオルプロジェクト ～歴史と伝統 新たなる
挑戦～）によると今治タオルプロジェクトは準備期、創成期、醸成機、発展期、拡大
期という５段階にて取り組みを実施している。また今治タオル工業組合によるとプロ
ジェクトの最初４年間はＪＡＰＡＮブランド育成支援事業として補助金を獲得してい
る。ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業は通常３年間が基本であるが今治タオルは最初
３年間の取り組み結果が評価され更に１年追加での継続が認められたため４年間に渡
り補助金を獲得することに成功したとのことである。 
  
                                                   
(22) 佐藤可士和 四国タオル工業組合, 今治タオル 奇跡の復活, 2014, 朝日新聞出版 
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表 1：今治タオルプロジェクトの取り組み 
今治タオルプロジェクトの取り組み 
１年目 
２００６年度 
（平成１８年度） 
準備期 
【差別化】 
・ブランドマーク＆ロゴ作成・導入 
・新商品開発 
・今治見本帳 
・メディアプロモーション 
２年目 
２００７年度 
（平成１９年度） 
創成期 
【知名度向上】 
・国内展示会への出展 
・新商品開発 
・タオルソムリエ資格試験制度の実施 
・メディアプロモーション 
３年目 
２００８年度 
（平成２０年度） 
醸成機 
【国内市場の醸成】 
・国内展示会への出展 
・新商品開発 
・タオルマイスター制度の整備 
・メディアプロモーション 
４年目 
２００９年度 
（平成２１年度） 
発展期 
【JAPAN ブランドの確立】 
・海外展示会への出展 
・国内展示会の開催（海外展示会連動） 
・新商品開発 
・メディアプロモーション 
５年目 
２０１０年度以降 
（平成２１年度以降） 
拡大期 
【JAPAN ブランドの維持】 
・海外及び国内展示会への出展 
・品質管理体制の維持 
・ブランドイメージのＰＲ活動 
（次世代消費を担う世代へのＰＲ） 
（出所：今治市役所 産業部 営業戦略課  
「今治タオルプロジェクト～歴史と伝統 新たなる挑戦～」資料より筆者作成） 
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具体的な取り組みを確認すると①今治タオルブランド自体の整備、②顧客との接点
確保とコミュニケーション、③世界観のある話題作りがある(23)。 
 
①今治タオルブランド自体の整備に関して(24) 
平川（２０１４）によると今治タオルブランドの整備のために佐藤可士和がブラン
ド表記の決定とブランドマークの作成をまず行っている。ブランド表記はそれまで漢
字、ひらがな、アルファベットと統一したものが存在していなかった。それを皆が統
一して使え、グローバルに顧客が認識できる「ｉｍａｂａｒｉ ｔｏｗｅｌ」を統一
表記に決定しロゴマークについても白、青、赤の三色を基調としたものを最終的に採
用することを決定している。なお、ロゴに使われた三色は白が「空に浮かぶ雲」と「タ
オルのやさしさ・清潔感」、青が「波光煌めく海」と「豊かな水」、赤が「昇りゆく太
陽」と「産地の活力」を表している。その後、新商品開発を行っているが佐藤可士和
が組合に「白いタオルで最高の品質のもの」を作成させている。もともと今治タオル
はジャカード製法で繊細な柄を作れるところが強みであったが、ブランドが伝えるメ
ッセージは安心・安全・高品質な「使い心地」であり柄は必ずしも必要なものでなか
った点とプロモーション時に全てのメーカーの柄を紹介することはできないという点
から佐藤可士和はブランドの象徴として「白いタオル」を設定したのである。これに
より今治タオル＝白いタオルという現在のブランドイメージに繋がっている。 
 
また今治タオル工業組合へのヒアリングによると今治タオルブランドの本質的価値
である「安心・安全・高品質」という顧客との約束を守るため明確な品質基準も工業
組合が主体となり策定。品質基準は吸水性の基準であるタオルを水に浮かべてから沈
むまでの時間を日本タオル検査協会は６０秒にしているのに対して、今治タオルは５
秒にするなど厳しめの基準設定を行っている。これによりユーザーに「安心・安全・
高品質」な商品を常に届けられるようにしているのである。 
 
 
                                                   
(23) タオルで世界に羽ばたけ！メイド・イン・イマバリ, 四国財務局, 
(http://shikoku.mof.go.jp/content/000071906.pdf)  
(24) 「今治タオルに学ぶブランディング戦略と産地再生, 平川 すみ子, 2014」と今治タオ
ル工業組合へヒアリング結果に基づき記載 
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②顧客との接点確保とコミュニケーション(25) 
顧客との接点確保とコミュニケーションは展示会への出展や販路の拡大を実施する
ことで実現している。佐藤（２０１４）によると展示会に関しては地元である今治、
最大消費地である東京、そして海外で開催しているが、プロジェクト立ち上げ当初は
地元である今治で展示会を開催している。これは今治タオル工業組合に所属する企業
がまだ一枚岩になっていなかったため地元開催にして出来るだけ多くの企業に参加し
てもらいたいという当時の理事長であった藤高豊文の強い意向によるものであった。
佐藤可士和からは今治での展示会開催はメディアが集まらないとのことで反対意見が
出たが理事長である藤高豊文の強い意志により押し通されたのである。結果、商業的
には大きな成果は上がらなかったが組合員の今治タオルプロジェクトに対する認識を
変えるという点では大きな成果が出た展示会となった。 
一方、今治タオルは２００９年からフィンランド、イタリア、ロンドン、シンガポ
ールでの海外展示会にも参加している。今治タオル工業組合によると海外展示会参加
の目的は海外での販路開拓以外に国内でのメディア露出も意図していたとのことであ
る。実際、海外展示会に国内のメディアを連れていくことで国内でのＰＲに使われ、
今治タオルの認知度を上げることに成功している。一方で海外での販路開拓は実際に
需要の掘り起こしはできても最終的にビジネスにつながるケースは少なく、今治タオ
ル工業組合によると海外との取引は今治タオル全体の生産量のわずか１%程度のみと
のことである。理由は組合企業のキャパが既に国内市場向けでいっぱいになっており
海外から新たな引き合いがあっても引き受けられないメーカーが多いためとのこと。
このような状況でも組合が海外展示会を進める理由は少子高齢化により国内需要が将
来的には先細りになることが明らかであり、元気なうちに海外とのコネクションを確
保しておきたいという思惑がある。そのような状況の中で組合は２０１５年より海外
展示会のやり方を見直す動きを始めている。今までは展示会という形で海外に出てい
たが今後は期間限定ショップを開くことにより海外でのタッチポイントを増やせない
か検討しているようである。実際、２０１６年１月からパリで期間限定のアンテナシ
ョップを開店予定であった。しかし、本計画はパリの同時多発テロの影響で残念なが
ら中止となっている。一方、国内での販路拡大は東京の開拓を中心に取り組んでいる
                                                   
(25) 「佐藤可士和 四国タオル工業組合, 今治タオル 奇跡の復活, 2014, 朝日新聞出版」と
今治タオル工業組合へのヒアリング結果に基づき記載 
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という。というのも今治タオルの良さを知ってもらうためには実際に顧客に触っても
らうことが重要であり日本最大の市場である東京にて顧客とのタッチポイントを整備
することが重要と考えたからである。この点は佐藤可士和が今治タオルの総合プロデ
ューサーを引き受ける条件にしていたことからも如何に重要であったかが分かる。そ
んな中、展示会をキッカケに２００７年に伊勢丹新宿店での常設売り場確保が決まる。
これは佐藤可士和のオリジナルデザインのタオルを準備することが条件となっており、
佐藤可士和をプロデューサーとして迎えていたことが功を奏した形であった。更にそ
の後もタッチポイントを増やすため自前で南青山にアンテナショップの開店を２０１
２年に行っている。工業組合によると南青山のアンテナショップに関しては当初赤字
覚悟で始めた店舗であったが実際に開店を始めると予想に反する売上を上げることに
成功しており現在も黒字での運営を行っているとのことである。また南青山店はメデ
ィアの取材を受ける拠点としても活用されている。メディアが今治タオルを取り上げ
るときに今治までわざわざ来ていただかなくても東京の南青山にて取材が受けられる
ようになった点はプロモーションの観点からも大きな意味を持つことになったのであ
る。 
 
③世界観のある話題作り(26) 
世界観のある話題作りとしては「タオルソムリエ資格試験」や「タオルマイスター
制度」の整備がある。今治タオル工業組合によると「タオルソムリエ資格試験」は２
００７年から実施されている試験で使用用途ごとに最適なタオルをお勧めできるアド
バイザーを育成するために設けた制度である。もともと今治タオルをもっと買っても
らうにはどうすれば良いかという議論の中で組合側から佐藤可士和に提案したもので
ある。佐藤可士和は提案を聞いたときにすぐに実現させることを決断し実行に移した
といわれている。これにより実際にタオルを売る側のレベルアップを実現させようと
いう取り組みである。また佐藤（２０１４）によると「タオルマイスター制度」は今
治タオルのメーカーを支えてきた優秀な技術者の功績を世の中に伝えたいという藤高
豊文の想いがあり始まった制度であり、次の基準を満たしたものを表彰する制度であ
                                                   
(26) 「佐藤可士和 四国タオル工業組合, 今治タオル 奇跡の復活, 2014, 朝日新聞出版」と
「平川 すみ子, 今治タオルに学ぶブランディング戦略と産地再生, 2014」、今治タオル工
業組合へのヒアリング結果に基づき記載 
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る。 
【タオルマイスター制度の基準】 
① 実務経験２０年以上 
② 技能検定一級合格者 
③ 職業訓練指導員免許を取得した者 
④ 更新を指導育成する事業や団体に協力・貢献した実績があり、今後も次代を担
う技術者への技術・技能・知識の伝達に関われる者 
⑤ 本人及びに所属する組合員企業の同意が得られること 
 
今治タオル工業組合はこれらの取り組みによりタオルの奥深さや今治の高い技術力
などタオルに関わる世界観を世の中に伝えることに成功しているのである。 
 
以上のように今治タオルプロジェクトでは様々なことに取り組むことで２００７年
にＮＨＫのクローズアップ現代、２００９年にテレビ朝日の報道ステーションなど全
国区のテレビ番組でも取り上げられた。その結果、今治タオルに対する認知度は「何
となく記憶がある」まで含めると２００４年に３６．６％しかなかったものが２００
８年には５０．２％、２０１２年には７１％まで向上している(27)。また今治タオルプ
ロジェクトによるブランド認知度のアップに加え、２００８年に発覚した中国の毒入
り餃子事件や尖閣諸島問題などによる国産回帰の影響もあり生産量は２０１０年に下
げ止まり、２０１１年以降増加傾向に変わり、ようやく今治タオルプロジェクトを開
始した２００６年の状況に戻すことに成功したのである。 
  
                                                   
(27) 平川 すみ子, 今治タオルに学ぶブランディング戦略と産地再生, 2014 
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第二節 泉州タオル 
第一項 産地概要 
大阪タオル工業組合のホームページ情報(28)より 
泉州タオルは１３０年という長い歴史を持つ産業であり１８８７年（明治２０年）
に里井園治郎が日本で初めてパイルを作る打出機の開発に成功したことに起源する。
里井園治郎が打出機を開発するきっかけとなったのは１８８５年（明治１８年）に大
阪で舶来雑貨商を営む新井末吉が入手したドイツ製タオルをみて日本でも需要を喚起
できると着想し、佐野村（現大阪府泉佐野市）で白木綿を織っていた里井圓治朗に製
織の研究を奨めたことに始まる。 
 
先行研究（南大阪における地場産業の展開 : 泉州繊維産業を中心にして）より 
井上・義永・野尻（２００４）によると泉州タオルの生まれた泉州地域は江戸時代
の綿作の伝統から綿紡績・綿織物工業が発展集積した地域であり戦前には「東洋のマ
ンチェスター」とも呼ばれるほどの繁栄を成し遂げていた。タオル産業もそんな繊維
産業から派生して生まれた産業となっている。泉州では紡績・織物をはじめ，各種の
準備工程や仕上工程や
繊維機械用品等に関連
する補助産業が発達す
るとともに，地域に繊維
に関する技能を持つ技
術者が集まり，専門的な
労働市場が形成されて
いる。またいくつもの産
業組合が集まり，技術指
導や品質管理・新製品開
発の機関としても機能
しており他の繊維産業
も含めた形で産業集積
をなしている(29)。今治タオルの産業集積がタオルに特化した形になっているのに対し
                                                   
(28) 大阪タオル工業組合（http://www.os-towel.or.jp/kingdom/history.html） 
（出所：井上敏， 義永忠一， 野尻亘, 南大阪における地場産業
の展開―泉州繊維産業を中心にしてー, 2004） 
図 ５：泉州各地域におけるさまざまな繊維産業の分布範囲 
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て泉州地域はタオル以外にも毛布・ニット編物、綿スフ織物、カーペットなど他の繊
維産業も存在している点が大きく異なっている（図 ５）。 
 
泉佐野市ホームページより 
また大阪タオル工業組合の存在する泉佐野市は関西国際空港の玄関口となっており
人口は１０万人程度の市である。過去には関西国際空港に伴う税収増加見込みを読み
間違え大幅な都市基盤整備や施設整備を実施した影響で２００４年（平成１６年）３
月に財政非常事態宣言を発令している(30)。しかし、その後、財政健全化計画を着実に
実行し２０１３年度決算にて健全化を判断する４つの指標がすべて基準内となり健全
化計画の達成(31)を大阪府・国に報告している。泉州タオルのＪＡＰＡＮブランド育成
支援事業への取り組みはまさに泉佐野市の財政健全化計画まっただ中に実施した取り
組みとなっていたのである。 
 
大阪タオル工業組合へのヒアリングより 
                                                                                                                                                          
(29) 井上敏， 義永忠一， 野尻亘, 南大阪における地場産業の展開―泉州繊維産業を中 
(30) 泉佐野市ホームページ
（http://www.city.izumisano.lg.jp/kakuka/koushitsu/gyozaisei/nemu/kaikaku/kaikaku_
H13_2212/kaikaku.html） 
(31) 大阪府泉佐野市が財政健全化計画を達成, ２０１４年８月２６日記事, 日本経済新聞 
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泉州タオルは日本のタオル発祥の地として１９６０年代に今治タオルに抜かれるま
では日本一の生産量を誇っていた。その後もバブル崩壊前までは３万５千トンから４
万トン程度の生産量を誇り全国二位の生産量を維持してきた。しかし、１９９０年を
ピークにバブル崩壊とともに急激に生産量を落としている（図 ６）。井上・義永・野
尻（２００４）によると背景には中国・台湾・韓国などからの輸入増加が影響してい
る。このような状況の中でメーカーがなくなるという危機感から泉州のタオルをアピ
ールしようという動きが始まりメーカー主導の商品開発と展示会（大阪タオル産地総
合展「ＯＳＡＫＡ ＴＯＷＥＬ ＳＹＭＰＨＯＮＹ」）を１９９３年（平成５年）からス
タートさせている。その後、１０年展示会を続けてきたがまだアピール度が弱いとい
う議論が発生。泉州タオル独自の呼称と吸水性をアピールする必要があるということ
で２００３年（平成１５年）に「泉州こだわりタオル」をテーマに展示会を開催した。
また、この時期に全国のタオル工業組合と共に緊急輸入制限措置 繊維セーフガードの
発動要請を実施している。しかし、今治タオルの産地概要でも記載した通りセーフガ
ードは発動されず２００４年４月２日に調査打ち切りとなっている。 
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第二項 泉州タオルの特徴(32) 
一般に泉州タオルの特徴としては後晒製法を用いている点にある。大阪タオル工業
組合によると後晒製法とはタオルを織る時点で付ける糊や糸にもともと付着している
油分や不純物をタオルが織り上がった後で取り除き、漂白・水洗いを行う製法である。
最後に晒しを行うため清潔で、かつ吸水性に優れたタオルとなることが特徴である。
また泉州タオルはＢ２Ｂ顧客の粗品などの贈呈品に用いられることが多く日常使い用
の薄手のタオルが主流となっている点も今治タオルと大きく異なっている。井上、義
永、野尻（２００４）によると「浴用タオルを主とする泉州では，多様な模様の製織
はできないドビー織機や片面四丁杼織機が多い」としている。また「泉州では染色に
関する加工業者が零細であり，蒸熱・ソービング・水洗等の工程に必要なボイラーを
設置しないで、これらの工程を再下請に出すことが多い。そのためデザイン企画力の
不足や染色についての問題が指摘されてきた」とも指摘されており今治タオルに対し
て泉州タオルは複雑なデザイン性のあるタオル製作が苦手であることもわかる。 
第三項 「泉州タオル・泉州こだわりタオル」ブランドの取り組み 
泉州タオルには現在「泉州こだわりタオル」と「泉州タオル」の二つのブランドが
存在している。大阪タオル工業組合によると、「泉州こだわりタオル」はもともと展示
会用に泉州タオルの中でもメーカーがこだわりを持って作ったタオルであることをア
ピールするために使い始めた名称である。「泉州こだわりタオル」は百貨店が要求する
レベルの検査基準を定めており今治タオルの品質基準にも近い。更に何らかのこだわ
りがタオルに盛り込まれていることが要求されている。特殊な糸を使うや糊を全く使
用しない等メーカーがこれはと思うこだわりを盛り込んでおく必要があり、実際にこ
だわりが盛り込まれているかも認定審査にて確認を実施している。一方の「泉州タオ
ル」の検査基準は日本検査協会の基準とほぼ同じ内容となっており、自主検査のみ実
施すればどの組合員でも使用できるブランドとなっている。泉州ではこれら二つのブ
ランドを用いてブランディングを実施している。 
泉州タオルは今治タオルと同じく２００６年にＪＡＰＡＮブランド育成支援事業に
採択されており、大阪タオル工業組合のホームページによると本事業は「地域地場産
業の特性を活かしたタオル製品の魅力や価値をさらに高め、国内さらには、海外のマ
                                                   
(32) 「井上敏， 義永忠一， 野尻亘, 南大阪における地場産業の展開―泉州繊維産業を中
心にしてー, 2004」と大阪タオル工業組合へのヒアリング結果に基づき記載  
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ーケットにおいても通用する、高い評価（ブランド力）を確立すべく、新商品開発や
デザイン開発・国内海外への販路開拓活動を支援し、タオル産地として新たに事業機
会の創出等を促し、地域産業の活性化に資すること」(33)を目的としている。ＪＡＰＡ
Ｎブランド育成支援事業での具体的な活動としては下記を実施している。 
 
【ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業での活動内容(34)】 
１年目：産地の現状の再評価、ブランドビジョン策定、海外視察（アメリカ） 
２年目：産地の現状分析結果から商品開発を実施、販路開拓の方向性を検討 
３年目：商品のレベルアップとＰＲ、販路開拓を実施 
  
大阪タオル工業組合へのヒアリング時に入手した資料(35)を基に以下を記載 
1 年目(36)は泉州タオル産地が置かれている状況と産地自体が持つ特徴の整理を実施
している。その上でブランドとしてどのようなものづくりの方向性を示すべきかをブ
ランドビジョンとして纏めている。具体的に述べると泉州タオルの強みは「繊維の綜
合産地としての歴史と技術の集積を持つ地域」であり、「貿易港の大阪・神戸に近接、
関西空港と直近というビジネス・アクセスの利便査を持つこと」、そして「後晒タオル
として欠かすことのできない良質な水に恵まれていて、河川や伏流水として利用でき
る」ことを挙げている。しかし「産地企業は、中小零細企業で流通業主体の受注生産
と量産型の商品が主体であり、近年は輸入品との競合により厳しい状況にある」点が
問題として挙げられている。また、その状況の中で「国産品として「安心・安全・高
品質」な地域ブランドとして提案型産地への転換を図っている」点などをまとめてい
る。その上でものづくりの方向性としては「高い品質基準と品質保証としてのブラン
ドであるべきであり、後晒の良さを追求した国内外に通じるタオル」を作ろうと取組
むべきであり、「これにより本当に良いものづくりを支える産地としてのパワーを再生
                                                   
(33) 大阪タオル工業組合ホームページ JAPAN ブランド育成支援事業(1 年目報告) 
（http://www.os-towel.or.jp/japan/index.html） 
(34) ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業評価等事業 報告書 平成２１年３月 株式会社日
本総合研究所
（http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/japan_brand/download/h20jb_houkoku.p
df） 
(35) ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業 成果報告書（平成１８年～２０年）に基づき記載 
(36) ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業「泉州こだわりタオル」ブランドの構築 平成１８
年度 成果報告書 平成１９年２月 泉佐野商工会議所 
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し、地域活性化を図るもの」であるべきともしている。また「泉州らしさとプロのこ
だわりで、この地域しかできないものを作り上げること」も重要としている(37)。この
ブランドビジョン作成に当たっては大阪繊維リソースセンターのチーフデザイナーで
あったが尾原久永の協力も得ている。 
2 年目(38)の取り組みとしては 1 年目に出た方針に従う商品開発である。具体的には
厳選した素材（「スーピマ」と「ローラージンアケイラ」）にこだわり、他の地域には
ない「泉州タオル」らしさを持つラグジュアリーな後染めタオルの開発を実施。また
販路開拓の面では地元である大阪に加え、東京の丸ビルでも展示会を実施している。
また「泉州タオル」が地域団体商標として認証を受けることに成功し品質・検査基準
の作成も実施している。 
 
そして３年目(39)は「Ｃｏｏｌ Ｌｕｘｅ」をテーマに更なる商品開発を実施。また
「泉州こだわりタオル」ブランドの認定基準の在り方なども検討実施。ＰＲと販路開
拓に関わる点として地元である大阪に加えて東京での展示会も開催。更に「ＪＡＰＡ
Ｎブランド エキシビジョン ｉｎ Ｐａｒｉｓ」に参加し海外での商談も実施してい
る。またホームページの更新やブランドＰＲのためのポスターやパンフレットづくり
も実施している。 
 
大阪タオル工業組合へのヒアリング結果を基に記載 
大阪タオル工業組合によると、「泉州こだわりタオル」と「泉州タオル」ブランドへ
の取り組みを通して徐々にではあるが百貨店での採用実績が増えてきたという成果は
出ているという。しかし、今治タオルとは異なりブランド力が上がったからと言って
高く買ってもらえるという状況にまではなっておらず、依然として値段を上げると買
ってもらえないというのが現状とのことである。一方で「泉州こだわりタオル」の開
発を行う中でタオルメーカーと染色工場、糸染め会社の三者が集まって共同開発する
ようになったなど品質面でのメリットは出ている。もともと糸染め会社はタオル以外
                                                   
(37) 大阪タオル工業組合ホームページ（http://www.os-towel.or.jp/japan/index.html） 
(38) ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業「泉州こだわりタオル」ブランドの普及 平成１９
年度 成果報告書 平成２０年２月 泉佐野商工会議所 
(39) ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業「泉州こだわりタオル」ブランドの市場浸透 平成
２０年度 成果報告書 平成２１年２月 泉佐野商工会議所 
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の繊維会社とも取引をしており相対的にタオルメーカーの売上の占める割合は小さか
った。そのため、この三者が集まって議論することはほとんどなかったようである。
しかし、この取り組みにより三者が集まることで糸染め会社と染色工場にも面識がで
きるようになり、二者間だけで改善活動を直接行うという動きも出てきているようで
ある。 
このような取り組みを実施することで２０１１年にようやく生産量減少に歯止めが
かかり増加方向に変化している。これは今治タオルのところでも述べたようにブラン
ドへの取り組みだけでなく中国の毒入り餃子事件や尖閣諸島問題などによる国産回帰
という世の中の大きな流れに乗れたことも大きい。なお、泉州タオルの生産量は２０
１４年でまた一時的に減少したがこれは消費税増税の影響が出ただけのようである。 
また泉州タオルは２０１６年度に再度ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業に採択され
ている。これは海外にフォーカスしておりイタリアでの展示会への出展も実施。ただ
し、実際に引き合いがあっても物流コストを考慮すると最終的に価格面で折り合いが
つかずビジネスに繋がっていないのが現状である。もともと海外での販売を目指して
の出展であったが物流コスト等を含めると価格面でビジネスに繋がらないこともあり
組合としては今後、海外の展示会に出展することはないとの方針となりＪＡＰＡＮブ
ランド育成支援事業も２０１７年度の継続は行っていない。 
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第６章 事例分析 
第一節 変革プロセスと要素に関する比較 
第一項 変革の八段階による比較 
本節では今治タオル、泉州タオルの変革がジョン・Ｐ・コッターの「変革の八段階」
の各ステップを踏んでいるのか、また踏んでいるとすればどのように行ってきたのか
を今治と泉州を比較すると図 ７のようになる。 
 
図 ７：変革プロセスでの今治タオルと泉州タオルの比較 
 
①「緊急課題であるという認識の徹底」については今治タオル、泉州タオル共に生
産量が激減し、組合企業も多数倒産している状況を見ているため共に緊急課題である
ことは両者ともに認識できていたと考える。 
 
②「強力な推進チームの結成」は今治タオルも泉州タオルも産地内で一目置かれる
タオルメーカーの社長がブランディング活動開始時点で理事長となっており、加えて
外部からプロデューサーも呼び込んでおり両者とも強力な推進チームを結成。ただし、
今治タオルが著名アートディレクターを参画させた点は違いが存在する。 
 
③ビジョンの策定は目指す方向性が異なるが両社ともビジョンは決めており、優越
の差はないと考える。 
 
①緊急課題であるとい
う認識の徹底
○
生産量激減、相次ぐ組合企業倒産、繊維
セーフガードの未発動により危機感醸成
○
生産量激減、相次ぐ組合企業倒産、繊維
セーフガードの未発動により危機感醸成
②強力な推進チームの
結成
○
影響力のある理事長と組合内の委員会
＋
著名アートディレクターが
プロデューサーとして参画
○
影響力のある理事長と組合内の委員会
＋
大阪リソースセンターのデザイナーが
プロデューサーとして参画
③ビジョンの策定 ○
外部の佐藤可士和が主導
顧客目線で内部資源を見直し決定
（白いタオルで安心・安全・高品質を
訴求しブランド力を向上させる）
○
組合が主導しプロデューサーもサポート
内部の得意技術を軸に決定
（泉州らしさとプロのこだわりで、この地
域しかできないものを作り上げること）
④ビジョンの伝達 ○
理事長の献身的な説得活動
ビジョン作成者による直接説明
○
組合員側が反発しにくい
ビジョン設定により巻き込み
⑤社員のビジョン実現
へのサポート
○
展示会での出店サポート
組合内提案の即時実行
○
展示会での出店サポート
新商品開発サポート
⑥短期的成果を上げる
ための計画策定・実行
○
売上増加、首都圏での店舗確保、
認知度調査、全国ネットでの特集
△
アンケート調査による認知度調査
関西ローカル局での特集
⑦改善成果の定着とさ
らなる変革の実現
○
品質担保のため
疑わしいメーカーへの厳罰
× ー
⑧新しいアプローチを
根づかせる
○ 品質担保のための管理体制強化 × ー
今治タオル 泉州タオル
（出所：筆者作成） 
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④ビジョンの伝達については方法に違いが出ている。今治タオル側は白いタオルで
ブランディングを行うという組合員からの反発を生むビジョンが示されていたため理
事長が組合企業を一軒一軒回り説得したり、ビジョン作成者である佐藤可士和に直接
想いを伝えてもらったりと苦労を重ねている。一方で泉州タオル側はビジョンが泉州
タオルの持っている良さを追求する方向となっており、かつ「泉州こだわりタオル」
ブランドの下に誰もが使用できる「泉州タオル」ブランドを準備したことで大きな反
発が出ない状況を創り出しビジョンの伝達を行っている。 
 
⑤社員（組合員）のビジョン実現へのサポートは今治タオル、泉州タオル共に展示
会への出展サポートを行っている。それに加えて、今治タオル側は「タオルソムリエ
制度」や「タオルマイスター制度」等のアイデアを即時導入することでビジョン実現
のサポートをしている。一方、泉州タオル側は泉州らしいタオルの開発のためのサポ
ートを実施しており組合員がビジョン実現に向けて動ける体制は両者とも築けていた
と考える。 
 
⑥短期成果を上げるための計画策定・実行については今治タオル、泉州タオル共に
認知度調査実施やマスコミでの取り上げなどで短期成果の見える化を行おうとしてい
た。また今治タオルは東京での店舗立ち上げも短期成果の一つと捉えられる。両者と
も短期成果が見えるような計画となっていたが実行面で差が出てしまった。今治タオ
ルはＴＶ番組への取り上げや東京での店舗立ち上げなど成果を上げ、認知度も平川（２
０１４）が示す通り２００４年に３６．６％しかなかったものが２００８年には５０．
２％、２０１２年には７１％と上がっている。一方、泉州タオルはローカルＴＶでは
取り上げが行われていたが全国放送での取り上げがほとんどなく認知度は関西で７割
程度に対して関東では３割強程度しか認知されておらず今治タオルと泉州タオルで差
が生まれている。 
 
⑦改善成果の定着とさらなる変革の実現については今治タオルがブランディングに
よる成功を定着させるためにブランド規定に違反した疑いがある企業にロゴの使用契
約を解除するという重い措置を実施している。泉州タオルについては短期成果がまだ
十分に出せていない状況でありこのステージまで到達していない状況である。 
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⑧新しいアプローチを根付かせるために今治タオルではブランドの品質担保のため
に組合員に対する提出書類の義務を強め二度と同様の問題が起きないような制度化を
実施している。 
 
第二項 産業クラスターの変革要素に関する比較 
岡本（２００９）が産業集積にて転換を起こすために必要と考える各要素が今治タ
オル、泉州タオルで満たされているかどうかを表 2 で比較実施。 
 
表 2：産業集積が転換を起こすために必要な要素 
 
 
今治タオルと泉州タオルで差が出ていると考えられる点は③と④の２点。③は泉州
タオルの産地の取り組みがまず小さな成功に十分つながっていないために組合員から
の協力が弱まっているのではないかという点がある。また④については泉州タオルの
プロデューサーが以前から泉州タオルのデザイン関係でサポートをしていた経験があ
る。そのため今治タオルの総合プロデューサーである佐藤可士和に比べると外部との
接点が薄かったのではないかという点がある。 
  
今治タオル 泉州タオル
① 長期視点
白いタオルで安心・安全・高品
質を訴求しブランド力を向上さ
せる
泉州らしさとプロのこだわり
で、この地域しかできないもの
を作り上げる
②
地域コミュニティ
の確立や強化
今治タオル工業組合が影響力の
ある理事長と産地を取りまとめ
泉州タオル工業組合が影響力の
ある理事長と産地を取りまとめ
③
地域コミュニティ
の構成員の協力
危機感の共有により協力体制が
でき小さな成功を重ねることで
協力が強固に
危機感の共有により協力体制構
築も小さな成功を重ねらえず協
力が弱い可能性あり
④
外部に対して集積が
開かれていること
外部のアートディレクターが
総合プロデューサーとして参画
（今治タオルとの関係は初）
大阪繊維リソースセンターのデ
ザイナーがプロデューサーとし
て参画
（以前から泉州タオルに協力）
転換の要素
（出所：筆者作成） 
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第二節 マーケティング視点の比較 
第一項 ターゲットとする顧客と差別化要素の違い 
工業組合へのヒアリング結果から今治タオルと泉州タオルが得意とするターゲット
顧客は異なっていることがわかった。もともと今治タオルはギフト用品を求めるＢ２
Ｃ顧客を最終顧客としているのに対し、泉州タオルはＢ２Ｂ顧客の粗品用タオルが中
心と狙っている顧客が全く異なる。ただし、今治タオルは有名ブランドのＯＥＭとし
てギフト用Ｂ２Ｃ顧客にアプローチしており直接の顧客は問屋経由の有名ブランドに
なっていた。また今治タオルがギフト用に向くのは先晒し先染め製法による柔らかい
タオルを作ることができる点とジャカード織にて繊細な柄等を再現できる点にある。
一方の泉州タオルは後晒し製法により吸水性が高いタオルが特徴であり繊細な柄は苦
手で企業の粗品用として用いられる薄手の白いタオルがメインとなっていた。 
上記はブランディングを開始する前の状況であり、ブランディング活動に当たって
ターゲット顧客を変更したのかどうかを確認すると今治タオルは基本的に最終顧客の
ターゲットは大きく変更しておらず、ギフト用Ｂ２Ｃ顧客がメインのままである。た
だ、有名ブランドへのＯＥＭ提供としての販売では海外の低価格品に押され利益が確
保できない。そのため今治タオルはブランディング活動を通じて百貨店などの小売り
に直接アプローチする手法も取り始めた。一方、泉州タオルはＢ２Ｂ顧客が粗品とし
て使用する贈呈用タオルがメインであったがブランディング活動にて、自家用タオル
を購入するＢ２Ｃ顧客を主な顧客とすることを狙っている。実際、平成２０年度のＪ
ＡＰＡＮブランド育成支援事業の報告書でもターゲット顧客を国内の主婦層として述
べている。以上の点よりブランディング活動前のポジショニングとブランディング活
動を通して各工業組合が狙っているポジショニングを図示すると図 ８のようになる。 
図 ８：今治タオルと泉州タオルのポジショニング 
（出所：筆者作成） 
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ではブランディング活動の結果として実際のマーケットでどのように受け入れられ
るようになったかを問屋ヒアリング、店舗調査の結果を通して確認してみる。 
 
問屋ヒアリング結果（表 3 参照）  
表 3 の通り東京の問屋５社に対してのヒアリング結果から値段はほとんどの問屋で
今治タオルの方が泉州タオルよりも高いとの認識を持っていることが分かる。また各
問屋からの情報をまめると泉州タオルが低価格となる理由は所持している織機の差が
原因で今治タオルよりも泉州タオルの方が糸の密度が薄くなってしまうからである。
今治タオル側は複雑な模様も編めるジャガード織機をメインに使用しているのに対し、
泉州ではジャガード織機を導入している企業が少ないのである。また泉州タオルの方
が糸の密度が薄いタオルとなるため日常用途に向いたタオルである点もギフト用タオ
ルを狙う今治タオルのように高売りが出来ない要素となっている。一方で今治タオル
はロゴの知名度も上がっておりロゴが付くことで高売り出来ている部分もあるようで
ある。実際、今治タオルが泉州タオルに対して高売り出来ているかを問屋にあるタオ
ルの価格で調査も実施。結果は表 4 に記載した通り、取り扱っているタオルの平均価
格(40)は差分の優位性こそあれ全ての問屋で今治タオルの方が高い結果となっている。
つまり泉州タオルは今治タオルと比較して高売りが出来ていないのである。 
一方で最終需要者は今治タオル側がギフト用タオルを求めるＢ２Ｃ顧客が多く、リ
ピート買いする顧客も多いようである。泉州タオルはエステや医院といった業務でタ
オルを大量に使用するＢ２Ｂ顧客が多く、泉州タオルのノンブランド品を購入してい
るとのことであった。 
 
店頭調査結果（表 5 参照）  
店頭調査については東京、千葉エリアにて実施。対象は百貨店、インテリアショッ
プ、ホームセンター、スーパー、百円ショップにて今治タオルと泉州タオルの品揃え
状況を確認実施。総じて言えることは今治タオルに対して泉州タオルの取り扱いが圧
倒的に少なく店舗によっては今治タオルを取り扱っても泉州タオルは扱っていない店
舗が存在することである。更に泉州タオルを扱っている店舗で平均価格を比較すると
                                                   
(40) 平均価格：店舗で取り扱うタオルの種類ごとの単価合計を取り扱い種類数で除算した
もの 
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今治タオルの方が泉州タオルよりも高い値付けとなっている。この点は問屋での価格
調査とも同じ結果となっている。ただし、インテリアショップの「Ｓａｌｕｔ！」は
特徴的で今回調査した店舗の中で唯一、泉州タオルの取り扱い点数が今治タオルより
も多い店舗となっている。また「Ｓａｌｕｔ！」では泉州タオルをオーガニックなタ
オルであることを前面にアピールした商品展開を行っていた。 
またチャネルごとの違いを比較すると百貨店は今治タオルをはじめ日本製タオルの
取り扱い数が他チャネルに比べて圧倒的に多い。一方でホームセンターや１００円シ
ョップでは値段重視のためと考えられるがベトナム産や中国産のタオルのみの展開と
なっていた。インテリアショップは各店舗ブランドの海外産タオルが多いが、その中
でも今治タオルを訴求するものが高価格帯の位置づけで置かれている店舗が多い。そ
のためインテリアショップは百貨店とホームセンター・１００円ショップの中間的な
位置づけとなっている。 
 
問屋でのヒアリングと店頭調査の結果より今治タオルは百貨店での取り扱いが多く
価格も泉州含め他のタオルよりも高額の位置づけとなっており狙い通りギフト用Ｂ２
Ｃ顧客を獲得できていることが確認できる。一方で泉州タオルについては小売店での
取り扱い数が今治タオルに比べて圧倒的に少なく泉州タオルのブランディング開始後
に設定した主婦層へのアプローチが上手く浸透しておらず問屋からのヒアリング結果
より依然としてＢ２Ｂ顧客がメインとなっていることがわかる。 
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表 3：問屋ヒアリング結果 
 
 
表 4：問屋別価格調査結果 
 
 
ヒアリング先 分類 コメント内容
値段 今治タオルの方が一般の人がギフト用に買うことが多く値段が高い
最終需要者 エステや医院などの業務用はノンブランドの泉州タオルが多い
その他 （問屋Aでは）泉州タオルの仕入れが多い
泉州タオルは打ち込み密度が今治より薄いタオルが多く、かつ普段使い用のタオ
ルが多いため値上げが難しい。
今治タオルは製法の差でコストも高く値段も上がりやすい。
90㎝幅のタオルは今治しかできない（織機の差）
今治タオルは基本ロゴありが多い。
業務用は海外製品が多い
年配の方は分厚いタオルは絞りにくこともあり泉州タオルを纏め買いするお客さ
んもいる。
泉州はジャガード織でないため商品として今治よりも安くなる
大阪の一次問屋は企画タオルを泉州ではなく今治に依頼することが多い
➡問屋側にイメージがあり棲み分けされている。
値段 泉州は薄くて日常用途の使い勝手が良いものが多い
（問屋Dの）顧客としては一般の方もいるがエステなど業務用の顧客が多い。
一般売りでは今治タオルの方がリピーターが多い。
（理由は今治タオルの方が長持ちするからではないかというのが問屋側の見解）
その他 泉州は関西の風土的に個を好む習性があるので危機感を抱きにくく纏まった取り
組みができなかったのではないかと考えている。
値段 今治タオルはロゴ付きで値段も高め
最終需要者 売れ筋はロゴなしの泉州タオルで美容用でリピート多い
最終需要者
値段
最終需要者
値段
問屋A（東京）
問屋B（東京）
問屋D（東京）
問屋C（東京）
問屋E（東京）
バスタオル フェースタオル
今治タオル 2,020円 836円
泉州タオル 1,925円 603円
Δ（今治―泉州） 95円 233円
今治タオル 1,475円 533円
泉州タオル 913円 307円
Δ（今治―泉州） 563円 226円
今治タオル 1,695円 634円
泉州タオル 1,295円 307円
Δ（今治―泉州） 400円 328円
今治タオル 1,688円 674円
泉州タオル 1,312円 557円
Δ（今治―泉州） 376円 117円
今治タオル 1,619円 552円
泉州タオル 1,100円 290円
Δ（今治―泉州） 519円 262円
問屋E（東京）
平均単価比較（商品別単価合計/種類数）
問屋A（東京）
問屋B（東京）
問屋C（東京）
問屋D（東京）
ヒアリング先 分類 コメント内容 
値段 今治タオルの方が一般の人がギフト用に買うことが多く値段が高い 
最終需要者 エステや医院などの業務用はノンブランドの泉州タオルが多い 
取り扱い量 松竹タオル店では泉州タオルの仕入れが多い 
泉州タオルは打ち込み密度が今治より薄いタオルが多く、かつ普段使い用のタオ 
ルが多いため値上げが難しい。 
今治タオルは製法の差でコストも高く値段も上がりやすい。 
業務用は海外製品が多い 
年配の方は分厚いタオルは絞りにくこともあり泉州タオルを纏め買いするお客さ 
んもいる。 
90 ㎝幅のタオルは今治しかできない（織機の差） 
今治タオルは基本ロゴありが多い。 
値段 泉州はジャガード織でないため商品として今治よりも安くなる 
製品 大阪の一次問屋は企画タオルを泉州ではなく今治に依頼することが多い 
? 問屋側にイメージがあり棲み分けされている。 
製品 泉州は薄くて日常用途の使い勝手が良いものが多い 
一般売りでは今治タオルの方がリピーターが多い。 
（理由は今治タオルの方が長持ちするからではないかというのが問屋側の見解） 
顧客としては一般の方もいるがエステなど業務用の顧客が多い。 
その他 泉州は関西の風土的に個を好む習性があるので危機感を抱きにくく纏まった取り 
組みができなかったのではないかと考えている。 
最終需要者 売れ筋はロゴなしの泉州タオルで美容用でリピート多い 
値段 今治タオルはロゴ付きで値段も高め 
値段 
最終需要者 
製品 
最終需要者 
問屋 A（東京） 
問屋 B（東京） 
問屋 D（東京） 
問屋 C（東京） 
問屋 E（東京） 
（出所：筆者作成） 
（出所：筆者作成） 
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表 5：店頭調査結果 
 
 
 
第二項 プロダクトミックスの違い 
前項で述べた通り泉州タオルはブランディング活動を通してターゲットとする顧客
層を以前のＢ２Ｂ顧客から主婦層に変化させようとしていたが現状思い通りの結果と
なっていない。今治タオルは狙い通りのギフト用顧客にアプローチできているのに対
して、なぜ泉州タオルは想定通りにならなかったのかを理解するために今治タオルと
泉州タオルがそれぞれどのようなマーケティングミックスを組んでいたかを分析する。 
 
 
 
 
調査結果
今治タオルは多数棚に置かれているのに対し泉州タオルは泉州ブランド
の訴求なしの百貨店独自ブランドタオルと年賀用タオルの２点のみ。
【店員情報】最初に今治タオルを扱い始めたこともあり今治タオルが中
心となっているよう。
三越
（日本橋）
今治タオルは取り扱い多数。一方で泉州タオルは伊勢丹と同じ独自ブラ
ンド製品のみの取扱い。
タオル売り場の半分くらいが今治タオル。
泉州タオルは３分の１程度でオーガニックタオルを強く訴求。
【店員情報】店頭での一般的な価格イメージはフェースタオルで泉州が
500円に対し今治は千円程度。バスタオルは泉州２千円に対し今治３千円
程度のイメージ。
泉州タオルはセール時に出されることが多いとのこと。
高島屋（新宿） 今治タオルは多数販売。一方で泉州タオルの販売は数点のみ。
大丸（東京駅） 今治タオルは専用コーナーが存在。泉州タオルは数点のみ。
KEYUCA
（船橋）
独自ブランド品の取り扱いとなるが、その中で今治タオルの訴求あり
（９種類）泉州タオルブランドは取り扱いなし。
Salut!
（船橋）
独自ブランド品の取り扱い。うち今治タオルは２種類、泉州タオルは４
種類訴求あり。（泉州はオーガニック系タオルで訴求）
価格は両社ともほぼ同等で販売。
東急ハンズ
（船橋）
今治タオル６種類に対して泉州タオルは３種類のみの取り扱い。
平均すると価格は今治タオルの方がバスタオルで２４０円、フェースタ
オルで１２０円高い値付け。
Afternoon Tea（船橋）
独自ブランド品の取り扱いのみ。今治タオルはベビー用前掛けのみの取
り扱い。泉州タオルブランドの取り扱いはなし。
Francfranc（船橋） 独自ブランド品の取り扱い。今治タオルは一種類のみ訴求。
無印良品（江東区） ベトナム産とインド産がメインで国産品なし。
ホーム
センター
カインズホーム
（江東区）
ベトナム産タオルの取り扱いのみで国産品なし。
スーパー
イトーヨーカドー
（江東区）
今治タオル１３種類に対して泉州タオルは２種類のみの取り扱い
平均すると価格は今治タオルが泉州タオルに比べバスタオルで１，００
０円程、フェースタオルで３３０円程高い値付け。
100円
ショップ
Can Do（江東区） 中国産もしくはベトナム産のみ
対象店舗
伊勢丹
（新宿）
高島屋
（日本橋）
インテリア
ショップ
百貨店
（出所：筆者作成） 
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商品に関して 
まずは商品に関してみると各工業組合と問屋へのヒアリングより今治が一般的にギ
フト用の厚めのタオルが得意なのに対して、泉州は販促用に使われる薄手のタオルが
得意という大きな違いがあることがわかる。また今治タオルは昔からジャカード織機
を用いた複雑な柄の入った有名ブランド用の高級タオルで、かつ先晒し先染め製法に
よる柔らかいタオルを得意としていた。しかし、ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業と
して採択されて以後、今治タオルはブランドイメージとして複雑な柄物ではなく真っ
白なタオルで品質が良いと誰もが感じられるイメージを前面に押し出す方針に変更し
ている。そのため複雑な柄物でなくシンプルだが品質の良いタオルが百貨店の店頭で
は高価格商品として多く並んでいる。中には図 ９のようなシンプルなバスタオルが１
０，８００円という高額（バスタオルの相場は２，０００～６，０００円程度）で販
売されている店舗もあった。 
 
図 ９: 百貨店の店頭で販売されていた高級タオル 
 
（出所：Ａｍａｚｏｎショッピングサイト(41)） 
（東京西川 今治タオル バスタオル わたいろ ふくわた 日本製 ホワイト） 
 
一方、泉州タオルは後晒し製法のため今治タオルとは異なり複雑な柄は不得意で日
常使用に向く薄手のタオルがメイン商材となっている。大阪タオル工業組合の話によ
ると日常品として使うには厚手の今治タオルよりも洗濯時にかさばらず乾きやすい薄
                                                   
(41) Ａｍａｚｏｎホームページより
https://www.amazon.co.jp/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E8%A5%BF%E5%B7%9D-%E
4%BB%8A%E6%B2%BB%E3%82%BF%E3%82%AA%E3%83%AB-%E3%83%90%E3%8
2%B9%E3%82%BF%E3%82%AA%E3%83%AB-%E3%82%8F%E3%81%9F%E3%81%84
%E3%82%8D-TT16100050B/dp/B0719893CZ?th=1 
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手の泉州タオルの方が日常使いには向いており、この部分で強みを発揮できると考え
ているとのこと。また泉州タオルは二つのブランド商品を用意しており、一つが「泉
州こだわりタオル」で、もう一つが「泉州タオル」である。「泉州タオル」は泉州で一
定の基準を守った上で製造されたタオルに使用できるブランドであり、「泉州こだわり
タオル」は「泉州タオル」の基準よりも高い品質基準を守って泉州で作られたタオル
で、かつメーカーが何らかのこだわりを盛り込んだタオルに使用できるブランドであ
る。しかし店頭調査をしたところ今治タオルが専用コーナーのような売り場を確保し
ているところが多いのに対して泉州タオルは専用コーナーを構える店舗は少ない。ま
た泉州タオルを集めた売り場を確保している店舗でも「泉州こだわりタオル」や「泉
州タオル」のロゴを大々的にアピールする店舗はほとんどない状況であり、「泉州こだ
わりタオル」や「泉州タオル」ブランドの商品という認識はほとんどなく商品を購入
しているユーザーが多いのではないかと考えられる。 
 
価格に関して 
現状の販売価格に関しては問屋へのヒアリングと店頭での価格チェックにより今治
タオルがギフト用途を中心に高売りしているのに対し、泉州タオルは今治タオルのよ
うに高売り出来ていないことが分かった。 
一方で過去からの価格変動がどうなっているのかを考えると今治タオルはブランデ
ィング活動によって高売り出来る体質になったのではないかと考えられる。理由は今
治タオル工業組合へのヒアリングからブランディング活動を通して組合企業の利益が
２～３割程度向上していることが分かっているためである。店舗調査を行うと百貨店
を中心に今治タオルの取り扱い数は多く、かつ泉州タオルに対して高値となっている
ことを考えるとコスト削減というよりもブランディング活動によって高値で販売でき
る商品が増えたことが要因と考える方が自然であるためである。また工業組合による
とブランディング活動により百貨店を中心に直接販売のルートが拡大できたことで問
屋との交渉力自体も上がり問屋にも買いたたかれにくくなったとのことで問屋への卸
値自体も上がっていると考えられる。つまり販売価格自体も上がっている上に商品ミ
ックス上も高価格帯商品が売れるようになったと考えられる。 
泉州タオル側はブランディング活動によって十分な高売りが出来ていないと考えら
れる。理由は大阪タオル工業組合からの情報によると泉州タオルの組合員の利益率は
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全体でみると特に大きく変化していないからである。実際、店頭での調査でも取り扱
い品目も今治タオルに比べ圧倒的に少なく、商品の単価も今治タオルの方が高い状況
であることを考えると泉州タオルは今治タオルのようにブランディング活動によって
十分な高売りが出来ていない上に、店頭での取り扱いが少ないためメインターゲット
としている主婦層にも十分なアプローチできていないと考えられる。つまりターゲッ
トとする顧客とのタッチポイントが不足しており高売りも出来ないのである。 
 
チャネル面に関して 
チャネル面では各工業組合へのヒアリング結果から今治タオル、泉州タオル共に問
屋経由での販売が最も多いことが分かっている。特にブランディング活動を実施する
前は今治タオルが有名ブランドに問屋経由で卸すケースが多かったのに対して、泉州
タオルはＢ２Ｂ企業に粗品用タオルとして問屋経由で卸すことが多かったようである。
工業組合や問屋へのヒアリングから今治タオルと泉州タオルの販売先の差は商品の特
徴の違いが大きく影響していることが分かっている。今治タオルはジャガード織によ
る複雑な柄を得意とした厚手のタオルであったため有名ブランドのＯＥＭ品としての
引き合いが強く、泉州タオルは薄手のタオルがメインであったためＢ２Ｂ企業の粗品
用タオルとして卸すことが多かったのである。 
一方、ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業採択後の変化を見ると今治タオル、泉州タ
オル共に依然として問屋経由が取引として最も多い取引先であることが工業組合への
ヒアリングでわかっている。しかし、今治タオルはブランディング活動を通して自前
のアンテナショップを今治の３店舗に加え東京青山にも出店、更に公式オンラインシ
ョップでも販売することで自社チャネルでの販売もブランド強化と共に実施している。
また今治タオル工業組合の企業の中には問屋を通さずに自社で百貨店などの販売店に
直接営業する企業も増えている。これに対して泉州タオルは自前のアンテナショップ
を地元の泉佐野市に２店舗展開し、オンラインショップも構えているが東京への出店
は行っていない。大阪タオル工業組合によると今治タオルと同じくブランディング活
動によって百貨店へ直接販売を成功したケースも出てきているようだがほんの一部と
なっており今治タオルのように大幅に増えたということはないようである。実際、店
頭調査でも泉州タオルの取り扱いは少ないことが確認されており従来と同じ問屋経由
でＢ２Ｂ企業に販売する状況から大きく変化していないと考えらえる。しかし、大阪
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タオル工業組合からの情報では問屋経由で買いたたかれるのを避けるためインターネ
ット販売にて売上を伸ばす企業も最近は出てきており、ある企業はネットショッピン
グでの販売量が日本一のタオルメーカーも存在しているようである。これは泉州タオ
ル全体で見ればほんの一部の企業であるが現在オンライン自体が伸びており、今後は
ネットショッピング経由による直販というのも増えていく可能性はあるのではないか
と考えられる。 
 
プロモーションに関して 
プロモーションに関しては、今治タオル、泉州タオル共にブランディング活動を通
して展示会、アンテナショップ、テレビ番組等のマスメディアの活用にてブランド訴
求を実施してきている。しかし、それぞれの中身を見ると今治タオルと泉州タオルで
大きな違いが出ている。 
まず展示会での取り組みを比較してみると今治タオル、泉州タオル共に地元である
今治や大阪での開催に加えて東京でも展示会に参加している。しかし海外展示会への
参加に関しては今治タオルが２００９年からフィンランド、イタリア、ロンドン、シ
ンガポールなどで様々な地域の展示会に参加しているのに対し、泉州タオルは２０１
５年にイタリアの展示会に参加したのみである。また国内の展示会のプロモーション
面でも違いがあり、今治タオルが佐藤可士和を総合プロデューサーにして以来、展示
会では白いタオルを組合企業に作らせ、それをメインで展示することで今治タオル全
体のブランドイメージのコントロールを実施している。これに対して泉州タオル側は
組合企業に展示会用として各企業が独自にこだわったタオルを作成し展示することで
泉州タオルの技術力を訴求するような展示となっている。もちろん展示会によってテ
ーマは変えているが展示会を横断した泉州タオルの統一イメージを持つことは難しい
のではないかと考えられる。 
アンテナショップについては今治タオルが地元のショップだけでなく東京の青山に
も２０１２年から展開している。一方で泉州タオルは地元のアンテナショップだけで
東京への店舗拡大を行っていない点が大きな違いとなる。今治タオルは国内の最大市
場である東京に自前店舗を構えることで顧客との接点を常時持てる状況を確保した。
その上で今治タオルの統一した世界観を展示会だけでなくアンテナショップでも顧客
に提供し続けているのである。またプロモーション面で東京に自前店舗を抱えること
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のもう一つのメリットはマスメディアとの距離が近く取材を受ける拠点として活用で
きる点にある。今治タオルはマスコミから取材が入った場合、東京の自前店舗で取材
を受けることが可能となった。そのため、マスコミにわざわざ今治まで来てもらう必
要がなくなり、気軽に取材に来てもらえる環境を作り出すことにも成功したのである。
一方の泉州タオル側はアンテナショップを地元の泉佐野市に２店舗構えるのみであり
大阪市内にも展開しておらず今治タオルのように顧客が集中する地域でのプロモーシ
ョンが出来ていない。またマスメディアからの距離も遠いためプロモーションの観点
からは十分に機能していないと考えられる。 
最後にテレビを中心としたマスメディアを通したプロモーションを見ると今治タオ
ルは２００７年にＮＨＫのクローズアップ現代、２００９年にテレビ朝日の報道ステ
ーションに取り上げられている。しかし、泉州タオルは地元の関西ローカルの番組で
紹介される程度で今治タオルのように全国放送にて大々的に取り上げられたことがな
い点は大きな違いとなっている。今治タオルが全国放送に取り上げられた要因として
は東京にアンテナショップを持っている点と海外展示会に出展できている点、そして
佐藤可士和が総合プロデューサーである点が挙げられる。東京のアンテナショップの
影響については既に述べた通りマスコミに近い場所で自前店舗を構えることで取材を
受けやすい環境を作りだしている点がある。また今治タオルは海外で展示会に参加す
る時に日本のマスコミを同行させている。このことによりマスコミが日本での報道に
繋げているのである。更にこれらを実現する上で重要な要素として佐藤可士和の存在
がある。佐藤可士和は日本でも著名なアートディレクターであり、そのアートディレ
クターが地方の産業である今治タオルを支援するということで話題性作りに一役買っ
ているのである。これら全ての要素が組み合わさることで全国放送での取り組み紹介
が実現したと考えられる。一方で泉州タオルについては展示会を地元大阪に加え東京
でも開催しているが今治のように著名なアートディレクターの起用や海外での展示会
参加など十分な話題性を創り出せていないことで地元ネタとして関西ローカルの放送
では取り上げられても全国放送での取り上げは行われなかったと考えられる。 
 
 
  
49 
 
第三項 ユーザー調査によるマーケティング戦略の成功可否要因確認 
第一項、第二項で見た今治タオルと泉州タオルのマーケティング戦略の違いによっ
て成果の部分で今治タオルと泉州タオルに違いが出たのかを理解するためユーザーア
ンケートとＷｅｂアンケートを実施した。それぞれの結果を以下に示す。 
 
ユーザーアンケートの結果 
一般ユーザー１０名に対して今治タオルと泉州タオルを含む１０種類のタオルをブ
ランドと価格情報を非表示とした状態で触ってもらいギフト用と自家用で自身が選び
たいタオルを選定してもらった。結果、表 6 と図 １０に示す通りギフト用には１名が
泉州タオルを選択し、残りの９名が今治タオルを選定。実家用に選ぶタオルは３名が
泉州タオルを選び、７名が今治タオルを選ぶ結果となった。 
本調査はブランドと価格を非表示にした上で実施頂いたが高級感と触り心地の良さ
からギフト用に最適なタオルとしてはほとんどのユーザーが今治タオルを選択したこ
とが特徴的な結果となった。ユーザー数が１０名と少ないため統計的に有効な結果と
は言い切れないが製品自身が持つ魅力だけで今治タオルがターゲットとしているギフ
ト用ユーザーに対して選んでもらえるものになっている可能性が高いことが本調査を
通して把握できた。一方で泉州タオルについてはギフト用タオルとしてはほとんどの
ユーザーが選択しなかったが自家用に選ぶタオルとしては１０名中３名が選択してお
り泉州タオルが狙っている自家用タオル用途としては選択してもらえる可能性がある
ことがわかった。自家用には高級感よりも使いやすさを求めた結果としてギフト用に
は泉州を選ばなかったユーザーも自家用には泉州タオルを選ぶ結果となっており製品
の持つ魅力としてはどちらかというとギフト用ではなく自家用に向いていることが分
かる。 
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表 6：ユーザーアンケートの回答結果 
 
 
図 １０：ユーザーアンケートで選択されたタオル（赤枠タオル） 
 
  
 ユーザー情報 質問 1（ギフト用に選ぶなら） 質問２（自家用に選ぶなら） 
１ ４０代女性 
 
Ａ（今治タオル） Ａ（今治タオル） 
２ ４０代男性 Ｂ（泉州タオル） Ｂ（泉州タオル） 
３ ４０代男性 Ａ（今治タオル） Ｂ（泉州タオル） 
４ ２０代女性 Ａ（今治タオル） Ａ（今治タオル） 
５ ３０代女性 Ｇ（今治タオル） Ｇ（今治タオル） 
６ ３０代男性 Ｃ（今治タオル） Ａ（今治タオル） 
７ ３０代男性 Ａ（今治タオル） Ａ（今治タオル） 
８ ４０代男性 Ａ（今治タオル） Ｇ（今治タオル） 
９ ３０代男性 Ｇ（今治タオル） Ａ（今治タオル） 
１０ ３０代男性 Ａ（今治タオル） Ｉ（泉州タオル） 
（出所：アンケート結果より筆者作成） 
（出所：筆者作成） 
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Ｗｅｂアンケートの結果 
【調査項目】 
Ｗｅｂアンケートでは下記調査を実施。 
１) ギフト用と自家用タオルでの購買活動の違いに関して 
(１-１) タオルの購入場所に関して 
(１-２) タオル購入時に気にする点に関して 
(１-３) 購入価格帯に関して 
２) 今治タオルと泉州タオルのブランド認知度に関して 
３) ギフト用と自家用タオルでの中国産タオルの購入可否に関して 
 
【対象ユーザー】 
本調査の調査対象は２１１名で構成は表 7 のようになっている。男性が７割強、３
０代～４０代で９割、東京都在住が７割強と偏っている点は多少の注意が必要となっ
ている。 
表 7：アンケート対象の構成 
 
 
  
性別 人数 比率 年齢 人数 比率 居住地 人数 比率
男性 152 72.0% ～19歳 0 0.0% 東京都 149 70.6%
女性 59 28.0% 20～24歳 6 2.8% 神奈川県 19 9.0%
合計 211 100.0% 25～29歳 11 5.2% 千葉県 10 4.7%
30～34歳 52 24.6% 埼玉県 9 4.3%
35～39歳 63 29.9% 大阪府 4 1.9%
40～44歳 49 23.2% その他 20 9.5%
45～49歳 25 11.8% 合計 211 100.0%
50～54歳 4 1.9%
55～59歳 0 0.0%
60～64歳 1 0.5%
65～69歳 0 0.0%
70歳～ 0 0%
合計 211 100.0%
（出所：アンケート結果より筆者作成） 
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【調査結果】 
まずは１）ギフト用と自家用タオルでの購買活動の調査に関して結果を見ていく。 
 
 
図 １１：タオルの購入場所に関しての調査結果 
 
（１-１）タオルの購入場所に関しては図 １１の通りギフト用タオルの購入場所と
しては７割のユーザーが百貨店を購入場所の選択肢に入れていることが分かる。また
それ以外の選択肢としては４３．６％のユーザーがネットショッピング、３７．０％
のユーザーがタオル専門店を選択肢として入れている。一方で自家用タオルに関して
は５９．７％のユーザーがインテリアショップ、続いて３４．６％でネットショッピ
ング、３０．８％でスーパーが選択肢として挙げられている。ギフト用をターゲット
としている今治タオルは店頭調査でも百貨店で品揃えが多いためターゲットとしてい
る顧客にしっかりアプローチできるチャネル戦略が出来ていると考えられる。一方で
泉州タオルは自家用タオルをメインターゲットとしているが店頭調査でもインテリア
ショップではショップ側の独自ブランドのタオルが多く一部のショップを除くと泉州
タオルが十分に入りこめていると言えない状況である。その結果、ターゲット顧客に
十分にアプローチできていないのではないかと考えられる。 
 
（出所：アンケート結果より筆者作成） 
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図 １２：タオル購入時に気にする点に関しての調査結果（ｎ＝２１１） 
（１－２）のタオル購入時に気にする点に関しては図 １２の通りギフト用、自家用
共に肌ざわりと価格は購入時に多くの人が考慮していることが分かる。一方でギフト
用と自家用で大きく差が出ている点はブランドやデザインという付加価値に基づく部
分と吸水性、耐久性、洗濯のしやすさといった機能的価値に基づく部分である。ギフ
ト用に関しては情緒的価値部分が自家用に対して高く、機能的価値部分は自家用がギ
フト用に比べて高くなっている。特にブランドについてはギフト用には７５．４％の
ユーザーが購入時に考慮しているのに対して自家用には１７．１％のユーザーしか考
慮していない結果となっており大きな差が存在する。一方で耐久性や洗濯のしやすさ
についてはギフト用購入時に１０人に１人が考慮するかしないかという程度に対して
自家用では３割強のユーザーが考慮している点に差が出ている。 
以上の結果を踏まえるとギフト用を狙う今治タオルは吸水性が良く、かつ柔らかい
白いタオルをデザインイメージとしてブランド訴求している点はユーザーにあったア
プローチとなっていると考えらえる。一方で泉州タオルは自家用タオル側の特徴であ
る吸水性や耐久性、洗濯のしやすさをアピールできていないと考えられる。吸水性に
関しては「泉州こだわりタオル」ブランドでは今治タオルよりも厳しい基準を使用し
ている一方で泉州の大半が対象となる「泉州タオル」ブランドでは今治タオルよりも
低いターゲットとなっており吸水性の良さを産地全体としてアピールできない状況と
なっている。また洗濯のしやすさという面では薄手のタオルであるため洗濯時にかさ
（出所：アンケート結果より筆者作成） 
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ばらず乾きやすいという特徴を持っているはずだがその点は十分訴求できないと考え
られる。そのためターゲットとしているユーザーに泉州タオルの良さが十分に伝わっ
ていないと考えられる。 
 
 
図 １３：購入価格帯に関しての調査結果（ｎ＝２１１） 
 (１-３)購入価格帯に関しての調査結果は図 １３の通りである。当然ではあるがフ
ェースタオル、バスタオル共にギフト用の許容購入価格帯は自家用に比べて高くなっ
ておりギフト用には多少高くても良いものを選定する傾向が表れている。一方で自家
用タオルに関してはギフト用に比べると高価格帯での許容度は落ちるがギフト用のメ
イン価格帯のタオルでも自家用に購入しても良いというユーザーが存在することが分
かる。具体的にはギフト用バスタオルで５１．４％と最も許容されている３千～５千
円の購入価格帯を見ると自家用タオルでも許容度が２０．４％となっている点である。
これは自家用タオルでもユーザーによっては高売り出来る可能性があることを示して
いる。 
本結果より今治タオルが設定したギフト用需要では自家用に比べ高売りしやすいこ
とが示されており、ギフト用タオルとして高売りをしていくという今治タオルの戦略
は消費者動向にもあっていたことが分かる。一方で泉州タオルは自家用タオルをメイ
ンターゲットとしていたが本結果よりギフト用タオルよりも高売りが難しいことが理
解できる。しかし、自家用タオルの購入層の中でもターゲットユーザーを絞ればギフ
（出所：アンケート結果より筆者作成） 
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ト用と同価格帯でも購入してもらえるユーザーがいることもデータとして出ている。
しかし、店頭調査の結果、泉州タオルは今治タオルに比べて低価格となっており泉州
タオルの高売り余地はまだ存在するのではないかと考えられる。 
 
図 １４：今治タオルと泉州タオルのブランド認知度に関しての調査結果（ｎ＝２１１） 
２）今治タオルと泉州タオルのブランド認知度に関しての調査結果としては図 １３
のように今治タオルを全く知らないユーザーは２．８％のみとほとんどのユーザーが
ブランド自体は認知しており７割のユーザーがギフト用、もしくは自家用での購入経
験がある結果となっている。一方で泉州タオルは６４．５％のユーザーがブランド自
体を知らない状況であり購入経験があるユーザーは８．５％のみとなっており、今治
タオルと泉州タオルでのブランド認知度の差はかなり大きいことが示された。ただし、
本調査の対象となったユーザーは８８．６％が首都圏のユーザーであり泉州タオルの
生産地である関西圏のユーザーが少なく認知度が関西圏で行うよりも落ちている可能
性がある点は注意が必要である。本結果より今治タオルは狙い通りブランド認知度を
上げることに成功している一方、泉州タオルは十分な成果を得られていないことが分
かる。 
 
（出所：アンケート結果より筆者作成） 
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図 １５：中国産タオルの購入可否に関しての調査結果（ｎ＝２１１） 
３）ギフト用と自家用タオルでの中国産タオルの購入可否に関しては図 １５の通り
ギフト用タオル購入時は３７．０％のユーザーがギフト用に中国産タオルを絶対に購
入しないと言っており、さらに４４．５％のユーザーが中国産タオルを購入する可能
性はあるが中国産であることをマイナス要素として見ていることが分かる。一方、自
家用タオル購入時は中国産を理由に購入しないユーザーは１１．８％、中国産を何ら
かのマイナス要素と捉えているユーザーが３９．８％とギフト用の購入時に比べて中
国産をマイナス要素と考えていないことが分かる。ただし、自家用購入時でも中国産
を半数以上のユーザーがマイナス要素と捉えている点は考慮すべきポイントとなって
いる。本結果から今治タオルがギフト用にフォーカスすること自体が中国産に対して
対抗しやすい戦略であることがわかる。泉州タオルに関しては自家用タオルをメイン
ターゲットとしているため今治タオル以上に中国産タオルの脅威にさらされており、
中国産タオルに対してどう戦っていくかを考慮しないと十分な利益が確保できない可
能性があることを本結果は示唆している。 
  
（出所：アンケート結果より筆者作成） 
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第７章 考察 
第一節 変革プロセスと要素に関する比較 
変革プロセスにおける分析結果をまとめると今治と泉州タオルで初期の取り組みに
大きな差はないことが分かる。しかし、短期的成果が必要なところで今治タオルは想
定通り小さな成果を積み重ねることが出来ているが、泉州タオルは小さな成果を積み
上げられず、その結果として岡本（２００９）が提示した産業集積が転換するときに
必要な要素である地域コミュニティの構成員の協力が十分に得られていない可能性が
考えられる。 
また外部に対して集積が開かれていることも産業集積が転換するときの要素として
必要である。この点に関しては今治タオル、泉州タオル共に産地の外部にいる人間を
プロデューサーとすることで内部に持ちえない知識を活用しようとしており問題はな
いように見える。しかし、泉州タオル側のプロデューサーについてもう少し深く考察
すると泉州タオル関連のデザインを昔から依頼していたデザイナーであり、今治タオ
ルにおける佐藤可士和のように完全な外部目線になり切れていない可能性がある。そ
の意味で純粋な外部目線を入れられていない可能性が示唆される。 
 
上記をまとめると泉州タオルは純粋に外部の視点を持てる人材を変革プロセスの中
に巻き込むことが出来ておらず、それが理由で小さな成功を積み重ねることが出来ず
にいる可能性がある。またそれが原因となって変革のプロセスが途中で頓挫している
可能性があると考えらえる。 
 
しかし、純粋な外部の視点を入れられないことでどのような不都合が発生している
のかを理解できなければどういった人材を変革プロセスに関わらせる必要があるのか
は理解できない。今後、どのような人材を取り込む必要があるのかを理解するために
次にマーケティング視点での問題点を纏める。 
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第二節 マーケティング視点のまとめ 
 
表 8 にマーケティング視点で今治と泉州にどのような差が存在するのかを纏める。 
表 8：ブランドプロジェクト後のターゲット顧客とマーケティングミックス  
 今治タオル 泉州タオル 
ターゲット 
顧客 
ギフト商品を求める B2C 顧客 日常使いの B2C 顧客（主に女性） 
＊日常使いでもギフト需要を求める 
商品 ギフト向きの厚めのタオル（先晒） 
ブランド：「今治タオル」 
（吸水性：沈降速度５秒以内） 
 
ジャガード織によるデザイン性 
日常使いの薄手のタオル（後晒） 
ブランド：「泉州こだわりタオル」 
（吸水性：沈降速度３秒以内） 
「泉州タオル」 
（吸水性：沈降速度１０秒以内） 
価格 小売り、問屋共に泉州タオルよりも高
売りに成功 
（利益率が平均で２～３割改善） 
直販チャネル確保により問屋との価格
交渉力も強化 
産地全体の平均としてブランディング活
動前からほとんど改善なし 
チャネル メインチャネルは問屋経由のまま 
ただし、百貨店等との直接取引増 
東京での売り場確保 
（自前店舗＆百貨店の売り場） 
メインチャネルは問屋経由のまま 
ただし、百貨店の引き合いも若干増加 
一部だがネット販売で売上を伸ばすメー
カーも出現 
販促活動 展示会（東京、今治、海外) 
アンテナショップ(東京青山、今治) 
白いタオルを前面したブランド訴求 
佐藤可士和デザイン商品で訴求 
全国放送で特集 
展示会（大阪、東京、（海外）) 
～海外展示会は一度のみの参加～ 
アンテナショップ（泉佐野） 
関西ローカル放送での特集あり 
各メーカーのこだわり商品を訴求 
（泉州こだわりタオル） 
  （出所：アンケート結果より筆者作成） 
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第一項 今治タオルのマーケティング戦略での成功要因に関する考察 
既に様々な文献で説明されている通り佐藤可士和のリーダーシップによってターゲ
ットユーザーが求める価値を正しいマーケティング戦略によって実行されたことが今
治タオルの成功要因とされており、今回の調査を通しても同様の結果が得られた。 
具体的に述べると今治タオルのターゲットとした高級なギフト商品を求めるＢ２Ｃ
顧客はタオルの基本性能である肌ざわりや吸水性に加えて、ブランドやデザインとい
った付加価値を購入時に重要視していることがＷｅｂアンケート調査の結果から確認
された。今治タオルは佐藤可士和により元々の産地の強みである「安全、安心、高品
質」なタオルを担保するため品質基準を定めたことでターゲットユーザーが求める基
本性能面での要求に応えている。また佐藤可士和自身もタオルのデザインに関与する
ことでターゲット顧客の求めるデザイン性も満たした商品づくりを実施している。更
に百貨店への直接販売やアンテナショップの東京展開でターゲット顧客とのタッチポ
イントを増やすことにも成功している。実際、Ｗｅｂ調査の結果からもギフト用タオ
ルの購入場所として百貨店やタオル専門店を候補として挙げるユーザーが多数いるこ
とが分かっておりターゲットユーザーが触れることが出来るチャネルをしっかりと確
保したことが分かる。またアンテナショップの東京展開や海外での展示会参加はマス
コミへのアプローチとしても効果的であった。展示会やアンテナショップで築き上げ
た「今治タオル＝白いタオル」というブランドイメージと、組合企業が推し進めたタ
オルソムリエ試験制度やタオルマイスター制度といった新たな取り組み、そして佐藤
可士和という著名なアートディレクターが今治タオルに参画しているという話題性も
含めて評価しマスコミは全国放送に今治タオルを取り上げたのである。これら全てが
ターゲットとした顧客へのアプローチに上手く繋がっており、今治タオルというブラ
ンドを他のタオルとは一線を画したブランドにすることに成功したと考えられる。ま
たこの成功により更に別のターゲット顧客が購入をするという流れを作り上げること
ができたのである。このように既に様々な文献で紹介されている成功要因を今回のユ
ーザー調査を通して改めて確認することが出来た。 
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第二項 泉州タオルのマーケティング戦略に関する考察 
第一項で確認した今治タオルの成功要因は既に様々な文献で取り上げられている内
容を再度確認したわけであるが今治タオルと同時期にＪＡＰＡＮブランド育成支援事
業に採択され、今治タオルと似た戦略を取った泉州タオルがなぜ同じように成功でき
なかったのかをマーケティング視点から考察する。 
泉州タオルはブランディング活動を進める上でターゲットを日常使いのタオルに設
定している。その上でメインのターゲット顧客を国内の主婦層としているが、このタ
ーゲット顧客の設定自体は泉州タオルの持つ特徴から考えて正しい設定であったと考
える。理由は泉州タオルの特徴は後晒製法による吸水性の良さと薄くて日常用途とし
て使いやすいタオルであるからである。Ｗｅｂアンケートの結果から自家用タオルと
して顧客は肌触りや吸水性の良さといったタオルの基本機能に加えて、耐久性や洗濯
のしやすさという実用的な機能を求めている。この点は泉州タオルの持つ後晒製法に
よる吸水性の良さと薄手タオルで洗濯時にかさばらず乾燥しやすい実用面の良さがタ
ーゲットとするユーザーにぴったり合う部分と考えられるためである。また対中国製
タオルと比較すれば日本品質による安心・安全を訴求できる可能性を秘めている。さ
らに自家用タオルでもギフト用タオル並みの価格でも購入しても良いというユーザー
がいることも今回の調査の中でわかった。この点でターゲットユーザーを自家用タオ
ル購入者である国内の主婦層に設定する戦略は泉州タオルに合致しているのではない
かと考えられる。 
では泉州タオルが正しいターゲット設定を行ったのになぜ今治タオルと比べて十分
な成果を達成できずにいるのだろうか。それは設定したターゲット顧客と実際に実行
したマーケティング戦略が不整合を起こしていたためではないかと考える。その要素
が品質基準の作り込みであり、チャネル戦略、そして販促戦略である。 
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【品質基準に関して】 
まず品質基準について述べると「泉州タオル」ブランドの吸水性の基準設定が甘か
ったのではないかという点である。上述した通り自家用タオルには肌触りや吸水性の
良さというタオルの基本機能と耐久性や洗濯のしやすさという実用的な機能が求めら
れる。その中でも特に肌ざわりと吸水性をユーザーは強く求めていることが調査結果
としてわかっている。しかし、泉州タオルがブランディング活動を通して作成した「泉
州タオル」ブランドの品質基準ではＪＩＳ－Ｌ－１９０７による沈降法試験で１０秒
以内に水に沈むことという吸水性の基準となっている。先晒タオルである今治タオル
が５秒以内という品質基準を設定していることを考えるとあまりに保守的な基準であ
る。本来であれば後晒タオルは先晒タオルよりも吸水性が良い点が強みとなるはずな
のに品質基準上はそれを説明できない。もちろん「泉州こだわりタオル」という「泉
州タオル」よりも上位のブランドは、基準として３秒以内と今治タオルよりも厳しい
基準を用いている。しかし、数量の多くを占める「泉州タオル」ブランドにおいて吸
水性をアピールできなければ産地全体として吸水性の良さを顧客に効果的に訴えるこ
とが出来ないのである。泉州タオル工業組合によると「泉州タオル」ブランドは全組
合員が使えるものにするため日本検査協会の基準とほぼ同じ内容で品質基準の設定を
行っている。もちろん組合内の企業をまとめる上で様々な意見が出された結果、現状
の基準に落ち着いているのだと容易に想像できるが吸水性に関しては泉州タオルがタ
ーゲットとするユーザーにとってかなり重要な要素であり、ここで差別化を実行でき
なければ泉州タオルの良さを伝えることができないという気持ちで厳しい基準設定を
すべきであったと考える。 
 
【チャネル戦略について】 
またチャネル戦略についてはユーザーが自家用タオルの購入場所として選んでいる
インテリアショップやネットショッピング、スーパーに対してアプローチする戦略が
十分に取られていなかったのではないかと考える。泉州タオルのＪＡＰＡＮブランド
育成支援事業の平成 18 年度から平成 20 年度の成果報告書でも商品開発や展示会に対
する取り組みは頻繁に議論されているようであるが販路開拓について議論された形跡
はほとんど見つけられず平成 18 年度の成果報告書には流通について「基本的には産地
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の各メーカーが主体となり、組合がサポートする形となる(42)」との記載もあることか
ら産地全体としての取り組みが十分になされていないのではないかと考えられる。そ
のためチャネル戦略の面では一部企業のみがネットショッピングで売り上げを上げる
ことに成功したのみで泉州タオル全体として成功させることが出来ず、本来ターゲッ
トとすべき顧客との接点を十分に確保できなかったと考えられる。 
 
【販促戦略について】 
そして販促戦略については展示会でのＰＲを中心にメディアへの売り込みを行って
いたようであるが上述した通りターゲット顧客に適したチャネルへのアプローチが十
分に出来なかったことでターゲットとする末端の顧客へのアプローチも十分に出来な
かったと考えられる。展示会では「泉州こだわりタオル」ブランドの商品開発の取り
組みにより様々な商品が作られていたが顧客との接点が確保できなかったためブラン
ド訴求の面で十分なＰＲ効果を生み出すことが出来ず今治タオルとの差を広げてしま
ったと考えられる。実際、大阪タオル工業組合へのインタビューでも「顧客から泉州
タオルがどこで買えるのかという問い合わせがあったときにどこで購入できるかを答
えられず困っている」というコメントを伺っており顧客とのタッチポイントが十分に
整備されていないことが分かる。これはまさにターゲットとする末端の顧客に対して
十分なコミュニケーションが取れていないことを意味しており、末端の顧客の中にブ
ランドイメージを構築することが出来なかったと考えられる。 
 
以上のように泉州タオルは自身の持つ強みを理解した上で正しいターゲット顧客設
定を行っていると考えられるが、そのターゲットとする顧客に対してどのようにアプ
ローチしていくのかというマーケティング戦略が十分に実行されていなかったと考え
る。その結果としてＢ２Ｂ顧客の粗品用タオルからＢ２Ｃ顧客用タオルへのシフトが
出来ず、問屋に対しての価格交渉力を高めることも出来なかったと考えられる。この
点が今治タオルとの差となって表れているのである。 
  
                                                   
(42) ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業「泉州こだわりタオル」ブランドの構築 平成 18 年
度 成果報告書 平成 19 年 2 月 泉佐野商工会議所 
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第三項 マーケティング戦略の変更による泉州タオルの成功可能性 
泉州タオルのマーケティング戦略を分析するとターゲット顧客に合った戦略となっ
ておらず上手く機能しなかったことが判明した。では現状と異なるマーケティング戦
略を実行することが出来れば泉州タオルが成功できたのかどうかを本項では考察する。
前項で述べた通り泉州タオルは品質基準の作り込み、チャネル戦略、そして販促戦略
の３点が問題であったと考えている。そのため泉州タオルがこれら 3 点の問題点を解
決することが出来たかどうかが泉州タオルの成功可否の回答となる。 
 
【品質基準に関して】 
まず品質基準に関して考えると泉州こだわりタオルの下位ブランドである「泉州タ
オル」ブランドの品質基準変更で吸水性をアピールできれば顧客に対して価値訴求が
できたかという点と、品質基準自体を厳しく設定することができたかという点の 2 点
の確認が必要となる。 
 
①吸水性の品質基準の設定変更により顧客に価値訴求が出来たか 
品質基準の設定変更により顧客に価値訴求が出来たかという点を確認するに当たりＷ
ｅｂアンケートの調査結果を女性に限定し再度分析する。女性に限定する理由は泉州
タオルのターゲット顧客である自家用タオルを購入する主婦層に近付けるためであり
女性に限定することによって、より信頼性の高い分析が可能となるからである。タオ
ル購入時に気にする点の調査結果を女性のみのデータで分析すると 
図 １６のようになる。 
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図 １６：女性に限定したタオル購入時に気にする点に関しての調査結果（ｎ＝５９） 
 
 
図 １６を見ると吸水性が６９．５％と肌ざわりの８１．４％に次いで自家用タオル
の購入時に気にする要素として挙がっている。これは男性も含めた全体データの結果
と同じ傾向である。本結果より泉州タオルがターゲットとする主婦層を含む女性に限
定した分析でも吸水性は購入時のポイントとされていることが分かった。そのため吸
水性を泉州タオル全体でアピールできるよう「泉州タオル」ブランドの吸水性に関わ
る品質基準を厳しく設定することで今治タオルよりも吸水性が高いことを数値として
表すことが可能となり顧客への価値訴求もできたと考えられる。 
 
吸水性の品質基準自体を厳しく設定することが出来たか 
一方、吸水性の品質基準自体を厳しく設定することが組合として実行出来たかとい
う点については泉州タオルがターゲットとする自家用タオル購入者が如何に吸水性を
重視しているかが理解出来れば可能であったのではないかと考える。品質基準を厳し
くする場合に問題となる点は組合企業からの反発である。この反発を抑えるためには
組合企業に対してしっかりとリーダーシップを取れる人材が必要となる。ＪＡＰＡＮ
ブランド育成支援事業に採択された当時の大阪タオル工業組合について考えると理事
長であった重里豊彦は十分にリーダーシップを発揮できる人物であったのではないか
と考えられる。というのも重里豊彦はタオルの生産量で日本一の企業の社長であり産
（出所：アンケート結果より筆者作成） 
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地内でも一目置かれる存在であったからである。では、なぜ吸水性の品質基準を厳し
く設定することができなかったかというと吸水性の訴求がマーケティング戦略上、如
何に重要かを理解することが出来なかったからではないだろうか。本研究で実施した
ようなユーザー調査を実施し吸水性がマーケティング上で如何に重要かをデータとし
て把握することが出来れば、それに関わる品質基準を厳しくすることも重要であるこ
とを理解できたはずである。また、品質基準の厳格化に反発する組合企業に対しても
データをもとに必要性を説得して回ることもできたと考える。 
 
以上の点から吸水性の品質基準を厳しく設定することでターゲットとする顧客に対
して泉州タオルの良さを訴求することは可能であったと考える。 
 
【チャネル戦略について】 
次にチャネル戦略についてはターゲットとする自家用タオルの購入者が重要とする
チャネルにアプローチできていないという問題があった。この問題がチャネル戦略の
構築で解決できたかどうかを考察する。タオルの購入場所に関するアンケート調査結
果を泉州タオルのターゲットとする女性に限定すると購入場所の調査結果は図 １７
のようになる。この結果からターゲット顧客の多くはインテリアショップやネットシ
ョッピングを購入場所として考えていることが分かる。では、それぞれのチャネルに
対して泉州タオルがアプローチすることが可能であったかを下記で考察する。 
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図 １７：女性に限定した場合の購入価格帯に関しての調査結果（ｎ＝５９） 
 
インテリアショップへのアプローチ 
泉州タオルがインテリアショップにアプローチ可能であるかを考えると難易度はか
なり高いが実現可能であると考える。難易度がかなり高い理由はインテリアショップ
の多くが独自企画のタオルを取り扱っておりその多くがコストの安いベトナム産や中
国産の海外産タオルを使用しているからである。コスト面では中小企業の集まった泉
州タオルが低賃金で大量生産する海外産タオルに勝てる余地は少ない。しかし、自家
用タオルの購入に関するアンケート調査の結果から過半数のユーザーが自家用タオル
購入時にも中国産タオルであることをマイナス要素として捉えていることが明らかに
なった。その意味で泉州タオルとしては日本製であることのメリットを活かしたアプ
ローチをとることでインテリアショップに入り込める余地が残されているのではない
かと考える。店頭調査の結果、泉州タオルを取り扱っていないインテリアショップで
も今治タオルを扱っているケースがみられることから単に低価格商品だけを扱ってい
るのではないことが分かる。また今回調査した店舗の中には泉州タオルを今治タオル
や他の海外産タオルよりも前面に押し出して訴求しているショップも存在したためで
ある。そのため日常的に使用するタオルは泉州タオルが最適であるというブランドイ
メージを築くことが出来ればインテリアショップへ入り込める可能は十分あると考え
られる。ただし、このブランドイメージを築くためにも顧客とのタッチポイントをし
（出所：アンケート結果より筆者作成） 
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っかりと築くことが重要であり、インテリアショップの棚に入り込むこととブランド
イメージを構築することが鶏と卵の関係になっている点は注意が必要である。ブラン
ドイメージが構築される前にインテリアショップの棚に入り込むことは難しい面もあ
るが組合企業が産地全体として売り込みをかけていくことで徐々にでもインテリアシ
ョップに入り込むことが出来るのではないかと考える。もちろんインテリアショップ
への直接売り込むことで既存チャネルの問屋とコンフリクトを引き起こす可能性も否
めない。だがターゲット顧客を自家用タオル購入者とする以上、インテリアショップ
へのアプローチは今後の生き残りを懸けて取り組まなければいけない課題という意識
で組合企業が一丸となって取り組むことが出来ればインテリアショップへのアプロー
チも可能であると考えられる。 
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ネットショッピングへのアプローチ 
泉州タオルがネットショッピングでのアプローチを成功させる可能性は十分にある
のではないかと考える。理由は、既に大阪タオル工業組合の組合員の中でもネットシ
ョッピングで販売に成功している企業が存在するためである。ただし、ネットショッ
ピングでの販売を成功させるにはＩＴやデジタルマーケティング等の知識も必要にな
ってくる。それらの知識を組合員全員が持っているとは考えにくい。そのため工業組
合が主導して外部から講師を呼んで勉強会を開催するなど産地全体での知識レベル向
上に取り組む必要がある。勉強会を開催するに当たってはネットショッピングで既に
成功している企業がいること自体が強みであり、勉強会を通して成功している企業か
ら他の企業にノウハウを移植出来ないか取り組むことが産地の成功には必要である。 
【販促戦略について】 
販促戦略についてはターゲットとする顧客に対して泉州タオルのブランドイメージ
の構築が出来ていないことが問題であった。この理由はターゲット顧客とのタッチポ
イントが確保できていないためである。では、この問題を解決することが出来たかと
いう点がここでの論点であるが、チャネル戦略部分で述べたインテリアショップとネ
ットショッピングへのアプローチを成功させることが出来ればターゲット顧客に対し
てブランドイメージの構築も可能であると考える。Ｗｅｂアンケートの調査結果から
インテリアショップやネットショッピングが自家用タオル購入者の選択するチャネル
であることが分かっており、そのチャネルで「泉州こだわり」、もしくは「泉州タオル」
ロゴが付いた泉州らしさを体現するタオルを扱ってもらうことが出来れば顧客に対し
てもブランドイメージの浸透は十分可能である。 
 
このように泉州タオルは最初に設定したターゲット顧客である日常使い用にタオル
を購入する主婦層に対して正しいマーケティングアプローチをとることが出来ればＢ
２Ｂ顧客向けの粗品タオルからＢ２Ｃ顧客向けの日常使い用タオルへの転換が可能と
考えられる。また、その結果として泉州タオルのブランド価値を上げることにもつな
がる。それにより今まで買いたたかれていた問屋との価格交渉力を増すことも可能と
なり組合企業の利益率を上げることができると考える。 
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第三節 泉州タオルが陥った落とし穴 
本論文で取り上げた今治タオルと泉州タオルを比較すると両者とも当初は似た変革
プロセスを実行していたことが分かる。しかし、今治タオルはブランド価値と利益率
を上げることに成功したのに対し、泉州タオルはブランド価値を十分に上げることが
出来ず利益率の改善も出来なかった。この違いはどこから来るのだろうか。直接的な
原因は正しいマーケティング戦略を取ることが出来たかどうかである。しかし、なぜ
今治タオルが正しい戦略を取れたのに対して、泉州は取れなかったのだろうか。 
今治タオルに関する先行研究や文献では著名なアートディレクターである佐藤可士
和を総合プロデューサーに招聘で来たことを成功要因とするものは多い。しかし、そ
れでは他の地方の産業クラスターに適用できない特殊事例となってしまう。佐藤可士
和でなくても同じことが出来るように成功要因を分解しなければ他の地域への展開は
できないのである。その意味で今治タオルにおける佐藤可士和の行った最も大きな成
果は今治という地方の産業クラスター内で持ちえなかった実際の顧客の視点に立って
必要なことを要求し続けたことであろう。泉州タオルではターゲット顧客である日常
使いのタオルを購入するターゲット顧客に合ったマーケティングミックスを組むこと
が出来なかった。この点を考えると実際の顧客の視点に立つという点がまさに泉州タ
オル側には足りなかったのではないかと考える。そしてこれこそが泉州タオルが十分
な成果を得られていない理由であると考える。 
では泉州タオルはどの様にすればよかったのだろうか。産業集積にてイノベーショ
ンを起こすためには外部とのつながりが必要であると岡本（２００９）も柴山・金子・
久保田（２０１４）も述べている。これは産業集積内だけでは足りない技術や知識を
外部から手に入れる必要があるためである。その意味でいうと泉州タオルもターゲッ
トとする顧客の目線を外部から取り入れるべきであったと考える。ただ、これは今治
タオルのように多額の費用が必要な佐藤可士和のような著名人を招聘しなければいけ
ないことを意味しているわけではない。そうではなく、佐藤可士和が今治にもたらし
た顧客の目線だけを取り入れればよいだけなのだ。その意味で言えばまさにターゲッ
トと言える主婦に実際にプロジェクトに入ってもらうのも一つの解であろうし、ター
ゲットの顧客に直接アプローチしてインタビューやアンケートによって顧客の声を拾
うというのも解になり得ると考える。これを実行するだけでも大きな発見がありイノ
ベーションを起こす重要な機会が出来たのではないかと考える。 
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以上の今治タオルと泉州タオルの事例から言えることは地域の産業クラスターが注
意しなければいけないポイントとして自身の持っていない資源を如何に持つかという
点である。本事例で言えば今治タオル、泉州タオルともに顧客視点を内部に持ってい
なかった。今治タオルはそれを佐藤可士和というアートディレクターを招聘すること
で解消したのに対して泉州タオルはその顧客視点を取り入れることが出来なかったの
である。 
 
【リサーチクエスション】 
『衰退した地方の産業クラスターが復活を目指す場合には 
何に注意して変革を取り組まなければいけないのか？』 
 
この結果を踏まえ上記のリサーチクエスションに対する回答する仮説として下記が
言えるのである。 
 
【仮説】 
『衰退した地方の産業クラスターが復活を目指す場合には 
自身の持つ資源が何かをまず理解することが重要である』 
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第８章 おわりに 
本研究を通して今治タオルと泉州タオルを比較すると今治タオルは生産数量の下げ
止まりと利益率の向上を同時に実現させているのに対して、泉州タオルは生産数量の
下げ止まりには成功したが利益率の向上はできなかった。本研究にて両者の違いはタ
ーゲット顧客に対して正しいマーケティング戦略が取れていたかどうかであり、この
差を生み出したのが既に先行研究でも分析されている通り著名なアートディレクター
である佐藤可士和である。しかし、本論文では今治の成功要因を単に佐藤可士和とい
う特殊事例とするのではなく、佐藤可士和の持つどの要素があれば泉州タオルが成功
できたのかというポイントで考察を行った。その結果、泉州タオルが自身の産業クラ
スター内で欠如していたものはターゲット顧客に対する「顧客視点」であると結論立
てたのである。 
今回取り上げた事例では「顧客視点」をどう得るかというポイントだけで良かった
が実際に他の産業クラスターに展開するに当たっては各々のクラスターが何を持って
おり、何を持っていないのかをまず理解することが重要と考える。そして目標とする
ビジョンに対して足りないものを外部から調達することによってビジョンに近づくこ
とが出来ると考え、下記の仮説を導き出した。 
 
『衰退した地方の産業が復活を目指す場合には 
自身の持つ資源が何かをまず理解することが重要である』 
 
本研究はタオル産業の中の今治タオルと泉州タオルという２つの事例のみで分析を
実施し仮説を導き出している。本仮説は他事例においても適用できるように考慮して
作成しているが、他の事例や産業においても今回の仮説と全く同じように活用できる
かどうかは継続検証が必要となっている。この点は今後の課題であり汎用的に使用可
能かどうかの検証は今後の課題としたい。 
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